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第１章　我が国のインターネット利用の現状
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第１章　我が国のインターネット利用の現状
～世界に拡がるユビキタスネットワーク社会の構築に向けて～

（総務省編「平成16年版　情報通信白書」から抜粋）

Ⅰ 進化するネットワークインフラ

現在、我が国のブロードバンドネットワークは世界で最も低廉かつ高速な世界最高水準のもの

になり、ブロードバンドの契約数も増加している。また、携帯電話や携帯インターネット契約数

も増加しており、モバイルネットワークも普及している。さらに、平成15年12月からは東京・

名古屋・大阪の三大都市圏において地上デジタルテレビジョン放送が開始されるとともに（茨城

県内の一部地域においても、茨城県域地上デジタルテレビ放送が平成16年12月から開始された。

…括弧内：当振興公社加筆）、ネットワークを活用した情報家電や電子タグ等が実用化しつつあ

る。

これらの、ブロードバンド、モバイル、デジタル放送、情報端末の進展が好循環をもたらし、

「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」がネットワークに接続し、情報の自在なやりとりを行

うことができるユビキタスネットワークが実現に向かいつつある。

１．世界最高水準のブロードバンド

１－１　普及するブロードバンド

我が国のブロードバンドインフラは高速かつ低廉な世界最高水準なものとなっている。我が国

では、平成13年1月に策定した「e-Japan戦略」に基づきブロードバンドインフラの整備に取り

組み、「少なくとも高速インターネットアクセス網に3,000万世帯、超高速インターネットアク

セス網に1,000万世帯が常時接続可能な環境を整備する」という「利用可能環境整備」の目標が

設定された。平成16年2月時点において、高速インターネットアクセス網への加入可能世帯数は

DSL（デジタル加入者回線：Digital Subscriber Line）で3,800万世帯、ケーブルインターネッ

トで2,300万世帯、超高速インターネットアクセス網であるFTTH（Fiber To The Home）で

1,806万世帯となり、当該目標は達成されている。

１－２　ブロードバンド利用人口の増加

ブロードバンド（FTTH、DSL、ケーブルインターネット、無線（FWA等））利用人口は、平

成15年末現在で3,032万人（対前年度比55.1％増。人口普及率は23.8％）と推計される（総務

省推計）。ブロードバンド利用者はインターネット利用人口7,730万人中39.2％を占め、既にイ

ンターネット利用者の3人に1人以上がブロードバンドを利用している。

自宅のパソコンからインターネットを利用する場合にブロードバンドを利用している世帯の比

率も、平成14年末の29.6％から15年末の47.8％に1年間で18.2ポイント増加している。ブロー

ドバンドとISDN（常時接続）を合わせた常時接続回線は61.7％の世帯が利用している。これに

対し、ISDNや電話回線によるダイヤルアップ接続を利用している世帯は56.1％から38.4％にな

り、対前年比で17.7ポイント減少している（図表１）。

2



１－３　ブロードバンド普及状況の国際比較

ブロードバンドの普及状況について国際比較すると、2002年において契約数では我が国は米

国の1,988万契約、韓国の1,013万契約に次いで第3位となっている。ブロードバンド契約数の

人口普及率では、韓国が21.3％と突出して第1位であり、我が国は第9位となっている（図表省略）。

２．携帯インターネットの発展～さらに成長する携帯インターネット～

２－１　携帯インターネットの普及状況

我が国の携帯電話契約数は、平成16年1月には8,000万契約を突破して、平成15年度末には

8,152万契約となり、そのうち携帯インターネット（携帯電話を使ったインターネット接続サー

ビス）は6,973万契約に達している（図表２）。

また、インターネット対応型携帯電話・PHSの利用方法として、10回に4回以上インターネッ

トを利用するという人が平成15年末には48.4％（対前年比0.7ポイント増）となっている（図

表３）。携帯電話は音声通信端末から、電子メールやウェブ閲覧、最近では写真や動画の伝送等

も行う総合的な情報通信端末に変化しつつある。

２－２　携帯インターネット普及状況の国際比較

諸外国・地域の携帯インターネットの普及状況について、各国・地域の主要な事業者における

携帯電話契約数に占める携帯インターネットの契約数の比率をみると、我が国が89.5％と最も

高く、次いで韓国、中国が続いており、アジア諸国が携帯インターネットの普及を牽引している

（図表省略）。
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（出典）総務省「通信利用動向調査」 ※「ブロードバンド回線」：DSL、ケーブルインターネット、無線（FWA等）及び光ファイバ 　 
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図表１ 自宅におけるパソコンからのインターネット接続方法の推移 

※　携帯インターネット契約数は、携帯電話事業者によるiモード、EZweb（旧EZaccessを含む） 、ボーダフォンライブ！ （旧J-スカイ含む） のサービスの契約数合計 
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図表２ 携帯電話及び携帯インターネット契約数の推移 

　（出典）総務省「通信利用動向調査」 
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３．IP電話とホットスポットの普及～着実に普及するIP電話とホットスポット～

３－１　IP電話の普及

ブロードバンドの普及に伴い、IP電話の利用が増えており、平成15年末で7.3％の世帯がIP電

話を利用している（図表４）。また、平成15年末において11.1％の企業がIP電話を導入しており、

42.7％が導入予定があるとしている（図表５）。平成13年4月に中継網に専用のIP網を使うIP電

話サービスが開始されたのに続き、平成14年から15年にかけて、ブロードバンド回線をアクセ

ス回線に活用するIP電話サービスの提供が本格化した。

３－２　ホットスポットの普及

公共空間における高速無線アクセスポイント（ホットスポット）は、平成14年度末の1,624

か所から平成15年度末には5,350か所に急増しており（図表６）、インターネット利用者のホッ

トスポットの利用も、平成15年末には平成14年末から0.7ポイント増加し9.5％が利用している

（図表７）。
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図表５ 企業におけるIP電話導入状況 

図表4、5

（出典）「ネットワークの現状と課題に関する調査」 
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　　  　  （出典）総務省「通信利用動向調査」 
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Ⅱ 我が国のインターネット活用の現状

1 インターネット活用の現状　

～インターネットの普及率は60％を超え、複数の端末、複数の場所から利用～

１－１　インターネットの普及状況

我が国のインターネット利用人口は、増加を続けている。平成15年末における我が国のイン

ターネット利用人口は7,730万人（対前年比6.1ポイント増）と推計され、1年間で788万人増加

している。人口普及率は60.6％と初めて60％を超えた（図表８）。

また、平成15年末におけるインターネットの世帯普及率は88.1％であり、9割近くの世帯が

インターネットを利用している。企業（常雇従業者規模300人以上）普及率は98.2％と、既に

ほとんどの企業が利用しているほか、事業所普及率も82.6％となり、事業所でのインターネッ

ト利用も一般化している（図表９）。

一方、事業所（常雇従業者規模5人以上）の82.6%（対前年比3.5ポイント増）がインターネ

ットを利用している。従業員5～29人の小規模事業所の利用率は77.5％（対前年度比4.3ポイン

ト増）と増加しているものの、従業員数100人以上の大規模事業所の利用率（94.5％）と比較

すると、17.0ポイントの差がある。
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図表８ インターネット利用人口及び人口普及率の推移 

（出典）総務省「通信利用動向調査」 

　　　　　　（出典）総務省 「通信利用動向調査」 

※1　世帯普及率は、 「自宅・その他」 において、個人的な使用目的のためにパソコン、携帯電話等によりインターネットを利用している構成員がいる世帯の割合 
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※3　事業所普及率は、インターネットを利用している事業所の割合 

世帯普及率 

事業所全体（5人以上 ） 

企業（300人以上） 

（%） 

19.2

31.8

44.8

68.0

82.6

11.0

19.1

34.0

60.5

80.0

88.6 95.8

97.6 98.4 98.2

1514 （年末） 131211平成10
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

図表９ 世帯・企業・事業所 でのインターネット普及率の推移 

90.9
88.191.980.5

61.8

事業所（100人以上 ） 

78.6

63.6

42.4 事業所（30～99人） 

87.2

73.265.6

40.7

29.2

事業所（5～29人） 

79.1

94.5
89.6

77.5

81.4

48.3

29.6

16.7



１－2 端末別のインターネットの利用状況

個人のインターネット利用の状況を端末別にみると、平成15年末において、パソコンからの

インターネット利用者数が6,164万人と最も多く、「携帯電話・PHS、携帯情報端末」（以下、携

帯電話等とする。）からのインターネット利用者数は4,484万人となっている。全インターネッ

ト利用人口の約8割の利用者が「パソコン」から、6割弱の利用者が「携帯電話等」からインタ

ーネットを利用している。また、個人のインターネット利用者のうち、「『パソコン』と『携帯電

話等』」からのみインターネットを利用している人は2,834万人で全体の36.7％を占めており、

平成14年末の割合と比べて13.2ポイント増加している。「『パソコン』と『携帯電話等』と『ゲ

ーム機・TV等』」からの164万人（2.1％）及び「『携帯電話等』と『ゲーム機・TV等』」からの

みの33万人（0.4％）も平成14年末に比べそれぞれ増加している。一方、「パソコンのみ」から

のインターネット利用者は3,106万人（40.2％）であり、平成14年末に比べ15.8ポイント減少

している。個人のインターネット利用は、単独の限定された端末から、複数の端末からの利用へ

と変化している（図表10）。

6

※ 【　】内は、3つの円の重なり部分の人数。（　）内は、6歳以上のインターネット利用者に占める割合。 
 なお、端数処理のために、一部合計値が一致しない箇所がある 

（出典） 総務省 「通信利用動向調査」 
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図表10 端末別にみた個人のインターネット利用者数・比率 



１－3 利用場所別のインターネットの利用状況

インターネットの利用状況を利用場所別にみると、平成15年末において、個人のパソコンか

らのインターネット利用者のうち、「自宅・その他」からの利用者は、5,230万人であり、パソ

コンからのインターネット利用者全体の84.8％を占めている。また、「職場」からの利用者は

1,944万人（32.3％）、「学校」からの利用者は901万人（14.6％）となっている。インターネ

ットの利用場所が「職場からのみ」（685万人、11.1％）、「学校からのみ」（234万人、3.8％）

と限定された場所からの利用者は平成14年末から減少している。一方、「『自宅・その他』と

『職場』」（1,266万人、20.5％）、「『学校』と『自宅・その他』」（624万人、10.1％）のように、

複数箇所でインターネットを利用する人は増加しており、限定された場所からだけではなく、ど

こからでもインターネットを利用する傾向が拡がっている（図表11）。
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※ 【　】内は、3つの円の重なり部分の人数。(　)内はパソコンからのインターネット利用者数に占める割合。 
なお、端数処理のために、一部合計値が一致しない箇所がある 

（出典） 総務省 「通信利用動向調査」
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685万人 
（11.1％） 

学校からのみの利用者 
234万人 
（3.8％） 

【1,266万人 
  （20.5％） 】 

【27万人 
  （0.4％） 】 

【624万人 
  （10.1％） 】 

【平成15年末】  
合計　6,164万人 

職場からの利用者 
　　計1,944万人（32.3％） 

学校からの利用者 
　　　 計901万人（14.6％） 

自宅・その他からの利用者 
　　計5,230万人（84.8％） 

図表11 利用場所別にみたパソコンからのインターネット利用者数・比率 
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２．＜個人サイド＞　インターネット利用による国民生活の変化

２－１　インターネットは散在する多種多様な情報を選択的に入手・活用する手段

情報収集に関して、インターネットと他の情報収集手段が、それぞれどのような用途に用いら

れているかを比べると、従来、主たる情報源であった「テレビ」、「新聞」は、時事を中心とする

ニュース情報を入手するため、また、ある程度まとまった情報が入手できる「雑誌・書籍」は、

勉強や趣味、旅行など蓄積された情報の入手に利用されるなど、特化した目的のために利用され

ている傾向がある。それに比べ「インターネット」は、生活や仕事、余暇を含めて幅広い分野で

の情報収集に高い割合で利用されており、ネットワークを通じて、散在する多種多様な情報を選

択的に入手・活用する手段として利用されている（図表12）。

２－２　インターネット利用による・生活・行動の変化

インターネットの利用は、日々の生活や行動・活動にも変化を与えている。インターネット利

用者にインターネット利用による生活面での変化について尋ねたところ、ブロードバンド利用・

未利用にかかわらず、全体として「家族や友人と連絡を取る頻度」が増加したと答えた人が多い。

また、ブロードバンドの利用者は「睡眠時間」、「テレビを見る時間」、「余暇の時間」が減少した

と答えた人が多く、休息や余暇等の時間が特に減少傾向にある。インターネットの利用は生活時

間に影響を与える一方で、家族・友人等親しい人とのコミュニケーションの活発化をもたらして

いると考えられる（図表13）。

20

40

60

80

100（％） 

健康情報 
（59.7、 45.7、16.7、29.8） 

生活情報 
（70.5、42.7、20.9、29.4） 

旅行やお店の情報 
（78.9、25.2、8.5、44.8） 

趣味や遊びの情報 
（85.6、35.3、10.1、46.7） 

勉強の情報 
（61.2、11.1、13.4、46.2） 

仕事の情報 
（58.4、11.1、22.1、30.9） 

ニュース （58.0、79.5、56.0、5.0） 

インターネット 

雑誌・書籍 

テレビ 

新聞 

※　 （　）内の数字は、順にインターネット、テレビ、新聞、雑誌・書籍 

図表12 情報メディア別の情報収集用途（複数回答） 

　　　　　　（出典）「ユビキタスネットワーク社会の国民生活に関する調査」 （ウェブ調査）

（出典）「ユビキタスネットワーク社会の国民生活に関する調査」 （訪問調査） 
※　各項目に対して 「増加した」 と回答した利用者の割合から 「減少した」 と回答した利用者の割合を差し引いたもの  

（％） 

20.2

0.0

19.5

3.0

－7.4

－25.3

－1.1

－8.4

－15.8

－11.6
－14.8

－33.5

－23.7

－28.8

－4.2

－14.2

睡眠時間 

テレビを見る時間 

余暇の時間 

外出する頻度 

本や雑誌を読む時間 

買い物をする時間 

労働時間 

家族や友人と連絡を取る頻度 

0 10 20 3－40 － 30 －20 － 10 0

ブロードバンド未利用者 ブロードバンド利用者 

図表13 インターネット利用による生活の変化（複数回答） 



３．＜企業サイド＞　企業のネットワーク活用の現状　

３－１　企業内・企業間における高度ネットワーク活用も進みつつある

ブロードバンド・モバイルネットワークが低廉化・高速化し、各種端末の低廉化・高機能化が

進展するに伴い、日本の企業の情報通信インフラ整備も着実に進んでおり、単なる普及の段階か

ら、更なる高度化の段階へと移行しつつある。

総務省「通信利用動向調査」によれば、事業所（常雇従業者規模５人以上）におけるインター

ネット普及率は、平成10年には19.2%であったのが、平成15年末には82.6％と４倍以上になっ

た(図表９参照)。ブロードバンド回線の低廉化・高速化は、事業所のブロードバンド普及にも影

響を及ぼしており、平成15年末にはインターネットを利用している事業所のうち、ブロードバ

ンド回線を導入している事業所の比率を合計すると、42.7％（対前年比21.0ポイント増）に達

している（図表14）。

さらに、企業間通信網の構築状況においても、平成15年末には全企業の59.3％（対前年比

4.9ポイント増）が企業間通信網を構築している。特に全社的に構築している企業が34.2％（対

前年比11.5ポイント増）と大きく伸びており、企業間通信網は単なる普及の段階を超えて、よ

り深い活用が進んでいることがうかがわれる(図表15)。

ブロードバンド・モバイルネットワークは高度情報通信ネットワーク環境の一つであるが、近

年、電子タグ・非接触型ＩCカードや、新たにネットワーク対応した機器等、新しい端末・機

器・ツール(以下、ユビキタスツールとする。)の活用も実用化されつつあり、実証実験等も盛ん

に行われている。
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（出典）総務省 「通信利用動向調査」 

1514平成13
0
10
20
30
40
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70

40.5

54.4 59.3

22.1

18.3 22.7

31.7
25.1

34.2

全社的に構築 一部の事業所又は部門で構築 

図表15 企業間通信網の構築状況の推移 

（出典）総務省 「通信利用動向調査」 ※　平成13年調査は複数回答。無線 （FWA等） は平成14年より調査 

ブロードバンド 
回線合計 ※ 

無線 
（FWA等） 

光ファイバ DSLケーブル 
インターネット 

専用線 ISDN電話回線 
（ダイヤルアップ） 
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14.8

55.2
48.6

34.9

11.89.0 8.9 6.5
5.4
5.7 6.9

11.7
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1.64.5

16.3

0.1 0.7

15.0
21.7

42.7

11.1
10.9

平成13年末 14年末 15年末 

図表14 事業所におけるインターネットアクセス回線の回線別利用率の推移 



３－２　電子商取引・販売促進に活用されるネットワーク機器の動向

従来のインターネットを利用した電子商取引や販売促進等においては、消費者はパソコンでネ

ットショッピングや広告閲覧をすると想定されていた。しかし、高性能な携帯電話端末が普及し、

ネットワーク対応テレビ等新たなネットワーク対応機器が実用化されつつある中、企業もそれら

の機器を積極的に活用し、電子商取引や販売促進を行おうとしている。

現在、インターネットを利用した電子商取引の対象としている機器・端末を尋ねたところ、パ

ソコンが89.7％、インターネット対応型携帯電話が43.9％と高い比率を占めている。しかし、

今後新たに電子商取引の対象とする端末を尋ねたところ、インターネット対応型携帯電話に次い

でネットワーク対応テレビが11.1％と高い比率を占めており、その他情報家電も6.3％となって

いる（図表16）。

同様にインターネットを利用した販売促進活動においても、今後新たに販売促進活動の展開を

検討している機器・端末として、ネットワーク対応テレビがインターネット対応型携帯電話に次

いで注目を集めており、新たな電子商取引・販売促進チャネルとしてネットワーク対応テレビや

その他情報家電を活用する動きが見られる（図表17）。
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ここでの「その他情報家電」は、ネットワーク対応型のカー・ナビゲーション・システム、テレビ、ゲーム機、インターネット対応型 固定電 
話を除く、情報家電を指す 

その他情報家電 

ネットワーク対応ゲーム機 

ネットワーク対応テレビ 

ネットワーク対応カー・ナビゲ 
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インターネット対応型固定電話 

ネットワーク対応PDA

インターネット対応型携帯電話 

パソコン 

※　インターネットを利用した電子商取引を実施中の消費者向け企業 

【現在】 【将来新規】 
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図表16 インターネットを利用した電子商取引の対象としている機器・端末（現在・将来新規） （複数回答） ※ 

※　インターネットを利用した販売促進活動を実施中の消費者向け企業 

図表16、17　 （出典） 「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 
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図表17 インターネットを利用した販売促進活動を展開している機器・端末（現在・将来新規） （複数回答） ※ 



３－３　ブロードバンドの普及に伴う電子商取引等の活性化

情報通信インフラの高度化・低廉化により、平成15年末には自宅のパソコンから、インター

ネットを利用している世帯の47.8％がブロードバンド回線を利用している（図表１参照）。生活

の基盤として定着したインターネットを活用して、あらゆる業種の企業がインターネットビジネ

スを本格化させ、売上を拡大させている。

消費者向け（B2C）の電子商取引の市場規模は、平成15年には1兆9,117億円（対前年比

20.5%増）（図表18）、事業者向け（B2B）の電子商取引の市場規模は77兆4,309億円（同

67.2%増）となっている（図表19）。
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（出典） 「ITの経済分析に関する調査」 
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図表18 消費者向け電子商取引市場（B2Ceコマース市 
場）の推移 

（出典）経済産業省、電子商取引推進協議会、NTTデータ経営研究所 
「EC実態・市場規模調査」 
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図表19 事業者向け電子商取引市場（B2Beコマース市 
場）の推移 



４．＜行政サイド＞　電子自治体、ＩＴ教育の進展

４―１　電子自治体への進捗状況

地方公共団体の電子自治体構築に向けて、複数の電子申請・届出等手続きに利用することので

きる汎用受付システムの導入状況については、平成16年1月現在、都道府県では9団体（19.0％）

が既に導入しており、今後、平成17年度末までに44団体（94.0％）が導入を予定している（図

表20）。

また、地方公共団体は、教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化を実現するため、学校、図

書館、公民館、市役所等を高速・超高速で接続し、電子自治体の基盤となる地域公共ネットワー

クの整備を進めている。「地域公共ネットワーク整備計画の取りまとめ」（平成15年7月）による

と、55.4％の地方公共団体がネットワークを整備しており、また、28.0％の地方公共団体は整

備計画を策定済みで、今後平成17年度までにネットワークを整備する予定である。一方、

16.6％の地方公共団体は、整備計画を策定していない（図表省略）。
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（出典）総務省 「地方公共団体における行政手続オンライン化等の推進状況調査」 （平成16年1月時点）
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図表20 都道府県における電子自治体の推進状況 



４－２　公立学校におけるIT教育

～ほぼすべての公立学校がインターネットに接続し、その半数がホームページを開設～

４－２－１　公立学校におけるIT利用環境の整備

公立学校のおける教育用コンピュータの整備は、平成14年度には児童生徒9.7人に1台となっ

ており、着実に整備が進んでいる（図表21）。また、平成14年度における公立学校のインターネ

ット接続率は99.5%に達し、ほぼすべての公立学校がインターネットに接続している。回線速

度400kbps以上での高速インターネット接続校は、公立学校全体の56.8%となり、容量の大き

い動画像のスムーズな送受信が可能となっているほか、普通教室のLAN整備率は、平成12年度

の8.3%から14年度には29.2%に、ホームページを開設している学校は、平成12年度の31.3%

から14年度には58.0%と増加している（図表22、23）。

４－２－２　教員のIT指導力

子供たちに、IT教育を実施していくためには、教員がITを活用して指導ができる能力を修得す

ることが不可欠である。公立学校におけるコンピュータの操作が可能な教員の割合は、平成11

年度の66.1%が、14年度には87.6%となっている。また、コンピュータを利用して教科指導を

行うことが可能な教員は、平成11年度の31.8%が、14年度には52.8%になっている（図表24）。
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図表21 公立学校におけるコンピュータ1台当たりの 
児童生徒数の推移 
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図表22 公立学校におけるインターネット整備率の 
推移 
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図表23 公立学校におけるインターネット接続内訳 
（平成14年度） 
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図表21～24　文部科学省「学校における情報教育の実態等に関する調査結果」

図表24 公立学校におけるコンピュータを操作・指導 
可能な教員の比率の推移 



Ⅲ ユビキタスネットワークへの進化

１．いつでも、どこでも、何でも、誰でもがネットワークに

我が国は、世界で最も低廉かつ高速なブロードバンドインフラが整備され、ブロードバンド利

用者は順調に推移している。携帯電話等のモバイル端末の利用状況では、インターネット対応端

末やカメラ付き端末に代表される高度化されたサービスの普及が進展しており、ホットスポット

の整備等、いつでもどこでもインターネットに接続できる環境が整備されつつある。このように

ネットワークにおいては、ブロードバンド化とモバイル化が大きく進展している。

一方、端末の面では、地上デジタルテレビジョン放送の開始により、今後、各家庭において高

品質なテレビ映像の受信が普及するとともに、インターネットと連携した放送番組やテレビ画面

を通じたインターネットへの接続等インターネットの活用の間口が広がることが予想される。さ

らに、携帯端末による地上デジタルテレビジョン放送の受信も予定されており、どこでも映像を

受信できる環境が整いつつある。

また、情報家電の実現により、これまで単独で利用されていた家電製品が、ネットワークを通

じて相互に接続され、外出先からの操作等ネットワークと連携した便利なサービスが可能となる。

同時に、家電製品、パソコン、携帯電話等が家庭内でも連携することで、省エネや効率化、安全

の確保、操作の簡便化等も期待される。さらに、ネットワークを活用した電子タグの実用化によ

り、製造・物流・在庫管理の効率化、商品の精算、履歴の管理、盗難・事故の防止、流通・販

売・利用・アフターケア・リサイクル等の各分野を統括したモノのライフサイクル全体をカバー

する総合的な経営管理を実現することが可能となりつつある。

今後、さらにIPv6（Internet Protocol version6）への移行の進展など、通信品質の保証やよ

り高いセキュリティが確保できるシームレスな（切れ目のない）ネットワークになることが期待

されるとともに、ネットワークに接続できる各種多様な機器を通じて、ネットワークにつながる

「人」や「モノ」の状況をリアルタイムに把握することにより、新たな多様なサービスの提供が

期待される。

これらのネットワーク、アプリケーション、端末等がお互いに好循環を招き、いつでも、どこ

でも、何でも、誰でもがネットワークに接続され、情報の自在なやりとりを行うことのできるユ

ビキタスネットワークが実現に向かいつつある（図表25、26）。
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「ユビキタス（Ubiquitous） 」とは元来ラテン語で「遍在する（いたるところに存在する） 」という意味 

レストランの 
予約をしよう 

冷蔵庫にはいま何が 
入っていたかなぁ 

帰ったらすぐに 
お風呂に入ろう 

写真が 
送られてきたぞ 

きれいなひまわりだなぁ。 
家族に見せてあげよう 

カメラ付き携帯 
（写真伝送） 

地上デジタル対応携帯電話端末 

エアコン 
（電源ON／OFF等） 

VTR 
（番組予約等） 

電子タグ 

（脱PCの流れ） 

ユニバーサルデザイン／ 
高信頼性／国際標準化 

コンポ 
（電源ON／OFF等） 

冷蔵庫 
（賞味期限管理等） 風呂 

（温度設定） 

モバイル環境 

デジタル放送 

情報端末 

ブロードバンド環境 
（有線・無線） 

いつでもどこでもアクセス可能 

様々なものがネットワークを構成 

ユビキタスネットワーク 

今日の試合が 
気になるな 

ホーム 
冷蔵庫 コンポ 冷暖房 

洗濯機 テレビ 玄関 

ショッピング 行政 自己啓発 

テレビがIT社会の 
ゲートウェイ 

（出典）「ネットワークの現状、課題に関する調査」

図表25 ユビキタスネットワークの実現イメージ 
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ン 
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ニューメディア マルチメディア 

インターネット 

ユビキタス 

音声によるアナログ 
電話 
アナログ・ch数限定・ 
片方向のテレビ放送 
 
 
 
 
 
 
 
ISDN（デジタル、 
テレビ電話） 
キャプテン（デジタル、 
双方向） 
ハイビジョン （高品位） 
BS/CS/CATV （多ch化、 
多メディア化） 

デジタル化 
多メディア化 
双方向化 

インターネット 
への準備 
○　ISDN 
○　ダイヤルアップ 

インターネット 
の普及 
○　ウェブ、Eメール 
○　狭帯域 

ブロードバンド化 
○　高速・常時・定額 
○　IP化 

モバイル化 
○　携帯インターネット 
○　無線LAN 
○　プラットフォーム化 

CS・BS放送のデジタル化 
○　高画質 
○　データ放送 
○　双方向 

地上放送のデジタル化 
○　高画質 
○　データ放送 
○　インターネットとの連携 
○　携帯受信 

多様化・個別化 
○　動画、Flash 
○　デジタルカメラ 

実時空間化 
○　属性、状況、履歴 
○　リアルタイム 

シームレス化 
○　IPインフラ化（IPv6） 
○　ローカルコネクション 
　　（端末間等） 
○　セキュリティ モバイルへの準備 

○　ページャー 

ハイビジョン 
○　高画質 

マルチメディア 
端末 
○　MMPC 
○　ゲーム機 

家庭用PCの低価格化 
○　手頃なPC 
○　端末の束縛 

ユビキタスツール 
○　携帯電話、モバイル端末 
○　情報家電 
○　電子タグ、ICカード 
○　センサー 
○　端末の相互接続・連携 携帯電話機 

ICカード 

ウェブ化 
○　流動性とインタ 
　　ラクティブ性 
○　リンク 

デジタル化 
○　CD-ROM 
○　リッチコンテンツ 

（出典）「ネットワークの現状と課題に関する調査」

図表26 ユビキタスネットワークへの進化イメージ 



２．日本発の新IT社会の構築～第２フェーズのIT戦略への政策転換～

我が国では、インターネット加入可能世帯数が「e-Japan 戦略」の目標を達成したほか、高速

インターネット料金が世界で最も低廉な水準となるなど、インフラ整備に関しては着実な成果が

得られている。このようにITインフラが充実した結果、従来は困難であったサービスを実現でき

る基盤が整いつつあり、我が国は、現在、継続的なインフラの高度化の中で、本格的な利用拡大

を目指す段階に入りつつあるとともに、欧米に追いつく段階から世界を先導する段階に入りつつ

あると言える。

このような状況を踏まえ、総務省の諮問機関である情報通信審議会は、IT戦略の今後の方向性

について議論を行い、平成15年7月に情報通信政策部会インターネット利用高度化委員会第3次

中間答申を公表した。同答申では、携帯端末・情報家電・デジタルテレビ端末・光技術等の我が

国の特徴・強みを生かした、欧米追従ではない「日本発の新IT社会」を産学官が連携して創出し、

世界にモデルとして発信していくことが提言されている。

同答申では、「日本発の新IT社会」が、①ユビキタスネットワーク社会、②高品質映像時代、

③インターネットとデジタルテレビの連携という、3つの利用軸を中心に形成されていくものと

考えられることが示された。また、「日本発の新IT社会」を実現するための方策として、利用者

に役立つネットワーク環境の実現、利用者の豊かな暮らしにつながるコンテンツ流通等に関して

も提言がなされた（図表27）。
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我が国 の 特 徴 ・ 強 さ の 例 
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図表27 日本発の新IT社会の構築を目指して 

（出典）「平成16年版　情報通信白書」 
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３．ユビキタスネットワークサービスへの期待

～ユビキタスネットワークを利用したサービスに対して全体的に利用意向が高い～

近い将来、いつでも、どこでも、何でも情報通信ネットワークにつながるユビキタスネットワ

ークの実現が期待されている。ユビキタスネットワークを利用した社会においては、人々が必要

な情報を必要な時に適切な形で入手できるようになり、生活活動の中でより適切な行動選択が可

能となる。また、生活の中で守りたいものが確実に守られ、安全であるという情報を常に認識で

きることにより、安心した生活を過ごすことが可能となる。さらに、ユビキタスネットワークを

利用した便利さや楽しさが、人々のより豊かな生活を実現することも期待される。

現在、ユビキタスネットワークを利用した社会において実現すると考えられているサービス

（ユビキタスネットワークサービス）の利用意向を尋ねたところ、「大切な人やモノ（家族、親、

家、自動車等）に危険が迫ったときに離れた場所にいる自分に通知してくれる」が最も高く、

87.2％の人が利用意向を示している。続いて、「医師が医療内容をリアルタイムに電子カルテに

記録するなどにより、診療時間や病院での待ち時間が短縮される」（83.7％）、「急に病気になっ

た場合でも、近くの病院で遠くの専門医に診てもらえる」（83.0％）、「外出時には自宅を常時自

動監視し、異常があれば知らせてくれたり、必要に応じて警備会社に自動通報してくれる」

（81.0％）といった安心を与えるサービスへの利用意向が高くなっている。さらに、「安価なシ

ール等を貼っておくことにより、自分の持ち物（財布や傘等）を紛失した場合にすぐにどこにあ

るか調べることができる」電子タグ等の利用意向も80.5％と高い（図表28）。

（出典）「ユビキタスネットワーク社会の国民生活に関する調査」 （ウェブ調査） 

※1　各属性で利用意向 （是非利用したい・まあ利用したいと回答した割合） の高いサービス順に順位をつけたもの。サービスの後の％は調査対象全体の利用意 
向を示す。 

※2　ここでは、勤労者は20歳以上の有職者、家庭生活者は20～59歳の専業主婦、パート・アルバイト、無職の人、高齢者は60歳以上の人、若者は15～19歳の 
人及び20歳以上の学生の人 

15
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13

12

11
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9

8

7

6

5

4

3

2

1

（位） 若者 高齢者 家庭生活者 勤労者 全体 
※2

1位　大切な人やモノ （家族、親、家、自動車等） に危険が迫ったときに離れた場所にいる自分に通 
知してくれる （87.2％） 

2位　医師が医療内容をリアルタイムに電子カルテに記録する等により、診療時間や病院での待ち 
時間が短縮される （83.7％） 

3位　急に病気になった場合でも、近くの病院で遠くの専門医に診てもらえる （83.0％） 
 
4位　外出時には自宅を常時自動監視し、異常があれば知らせてくれたり、必要に応じて警備会社 

に自動通報してくれる （81.0％） 
5位　安価なシール等を貼っておくことにより、自分の持ち物 （財布や傘等） を紛失した場合にすぐ 

にどこにあるか調べることができる （80.5％） 
6位　映画館やコンサート会場の入口や、料金所や駅の改札、駐車場のゲート等において、ICカー 

ドや携帯電話等をかざすだけで、手間をかけずに通過できる （79.2％） 
7位　住民票・印鑑証明の発行等の行政サービス、確定申告、選挙の投票等がインターネットでい 

つでも安全にできる （78.6％） 
8位　乳幼児、独居老人、ペット等が目の届かない場所 （保育所、留守中の自宅等） にいる場合で 

も、様子や居場所を確認したいと思うときに確認できる （75.5％） 
9位　観光情報等の検索機能や自動翻訳機能、道案内、テレビ電話によるサポート付きの携帯電話 

等を利用して、安心して気軽に海外旅行が楽しめる （74.0％） 
10位  薬を携帯電話等に近付けるだけで種類が分かりやすく表示されたり、複数の薬の飲み合わせ 

に注意が促されるなど、薬の誤飲や副作用を防止できる（73.4％） 
11位  自動車に高機能カーナビや自動制御による運転サポート機能が組み込まれ、より安全・快適 

に運転できる （73.1％） 
12位  商品についているチップやバーコードを携帯電話等に読み取らせることにより、商品の安全 

性などに関する情報を入手し、安心して買い物ができる （73.0％） 
13位  携帯電話等の簡単な操作により、外出先からでも家庭内の様々な電気製品のスイッチ （エアコ 

ン、湯沸し、炊飯器等） を遠隔操作できる （70.9％） 
14位  外出時にスロープやエレベーターなどの安全な通路が案内されたり、緊急時には自動的に近 

くの施設に連絡があるなど、高齢者や要介護者でも安心して外出できる （70.0％） 
15位  共用パソコンや借りたパソコンを利用する際に、ICカードを利用することにより、自分のパ 

ソコンと同じ設定で利用できる （68.5％） 
16位  あらかじめ登録しておくと、移動 （歩く、車で走る等） 中に、自分の近くにあるお店の広告や 

割引券等の情報を携帯電話等で入手できる （67.6％） 
17位  家電機器等を日常生活で利用することで、自動的に健康データが測定され、遠隔地にいる専 

門家が診断、必要に応じて健康相談を受けられる （66.0％） 

18位  外出時でも携帯電話等でテレビ放送を見ることができる （59.0％） 

図表28 ユビキタスネットワークサービスの利用意向 ※1（複数回答） 
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４．ユビキタスネットワーク社会に向けた課題

４－１　安心・安全の確保が最大の課題

ユビキタスネットワーク社会は、業務の効率化や新たなビジネスの創出により、我が国の産業

全体に更なる活力を生み出す。また、少子化・高齢化が進む我が国において、地域再生がもたら

され、便利で安全・安心な暮らしを実現するなど国民生活にも豊かさをもたらす。地方、大量の

情報が流通することとなるため、現在以上に情報セキュリティやプライバシーの確保が求められ

るなど社会全体で取り組むべき課題も多く存在する。

携帯電話、インターネット等の情報通信手段の多様化、ブロードバンド化や電子商取引の発達

等の情報通信の高度化により、情報セキュリティのリスクが増大しており、情報通信ネットワー

クを安心して安全に利用するための情報セキュリティの確保が課題となっている。

平成15年の個人のインターネット利用における不安・不満は、「個人情報の保護」が最も高く

55.4%、続いて「ウイルス感染」の43.1％「電子的決済の信頼」の28.4％である（図表29）。

また、企業の情報通信ネットワーク利用における問題点は、「情報セキュリティ対策」が最も

高く66.3％、続いて「ウイルス感染」の62.9％である。個人、企業を問わず、個人情報の保護

等の情報セキュリティの確保が平成14年に引き続き最大の課題である。また、「従業員の意識」

を問題点とした企業は43.4％、「人材不足」は40.2％であり、情報通信ネットワークの利用にお

いて人的資源の確保も課題となっている（図表30）。

他方、平成15年に個人のインターネット利用における不安・不満で「通信料金が高い」を挙

げた人は20.0％と平成14年に比べ5.8ポイント減少している。また、「接続速度が遅い」を挙げ

た人も減少している。さらに、企業の情報通信ネットワーク利用における問題点でも、「通信料

金が高い」、「通信速度が遅い」を挙げた企業が減少している。我が国の情報通信ネットワークは、

急速に高速化及び料金の低廉化が進展しているが、このことを利用者も実感していることが分か

る。
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14.2
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2.3
2.1
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11.4
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無回答 

特に不安なし 

その他 

必要な情報がない 

メールが届くか不安 

利用する必要がない 

知的財産の保護 

操作が難しい 

情報検索に手間 

認証技術の信頼性 

接続速度が遅い 

機器が高価 

通信料金が高い 

違法・有害情報 

電子的決済の信頼 

ウイルス感染 

個人情報の保護 

平成15年 平成14年 

図表29 個人のインターネット利用における不安・不 
満（複数回答） 

69.7

63.6

42.0

37.2

31.9

31.7

24.0

19.6

15.8

5.4

7.7

9.0

1.3

2.7

0.6

66.3

62.9

43.4

40.2

34.6

30.2

23.1

22.6

17.1

11.8
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※　 「従業員の意識」は平成15年の調査から選択肢に追加したため、平成14年のデ 
ータはない 

図表29、30（出典）総務省「通信利用動向調査」 
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不明 

特に問題点なし 

その他 

知的財産保護 

電子的決済 

認証技術 

導入成果 

通信速度が遅い 

通信料金が高い 

成果の定量的把握 

復旧作業が困難 

運用・管理費 

人材不足 

従業員の意識 

ウイルス感染 

情報セキュリティ対策 

平成15年 平成14年 

図表30 企業の情報通信ネットワーク利用における問 
題点（複数回答） 
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４－２　デジタル・ディバイドの解消に向けて

～過疎地域等におけるブロードバンドサービスの普及は遅れている～

ブロードバンドサービスの提供状況を、サービスが少なくともその地域の一部で提供されてい

る市町村数でみると、平成15年度末にいずれかのブロードバンドサービスが提供されている市

町村は、全国では83.3％となっているが、過疎地域(注1)では、60.9％となっている。また、市

と町村でみると、市では100％であるが、町村では78.3％となっている（図表31）。

さらに、主なブロードバンドサービス別でみれば、ADSLについては、市では、99.9%である

が町村では74.6%、過疎地域では55.4%となっており、FTTHについては、市では70.8%であ

るが、町村では8.4%、過疎地域では1.8%となっている。これらから、過疎地域等の条件不利

地域におけるブロードバンドサービスの普及は都市部より遅れていることがわかる。

（注1）過疎地域とは、 「過疎地域自立促進特別措置法」 （過疎法）第2条第2項の規定により公示された町村を指す 

※1　ここでのブロードバンドサービスとは、ADSL、FTTH、ケーブルインターネット、FWAを指す 
※2　グラフ内の数字は、サービスが少なくともその地域の一部で提供されている市町村数 
※3　提供市町村数は、提供事業者がホームページ等で公開している情報を基に総務省で集計したもの 
※4　全国市町村数及び過疎地域市町村数については、平成16年4月1日現在 

＜いずれかのブロードバンドサービス ※1提供市町村数 ※2＞ 

＜ADSLサービス提供市町村数＞　 ＜FTTHサービス提供市町村数＞ 
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図表31 ブロードバンドサービスの普及状況（平成15年度末現在） 

（出典）「平成16年版 情報通信白書」 
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第２章　県内中小企業のインターネット利用実態アンケート調査結果

1【調査概要】

1．調査目的

近年、情報化が急速に進展する中、情報技術（ＩＴ）を積極的に活用し経営改善に取り組ん

でいる中小企業が増加している。中でも、ブロードバンド化の進展や利用主体毎の創意工夫等

を背景に、インターネットは着実に普及しており、ホームページや電子メール、携帯サイトな

どを通して、企業側からの情報発信により自社のイメージアップや製品・商品・サービス、技

術力・商品力・サービス力等のＰＲを図る一方、インターネットを能動的に活用し各種情報収

集や社内効率化を図るスタイルも広まってきている。また、インターネット空間での情報伝達

の双方向性活用により、新しいビジネスやビジネス手法を創造し、或いは電子商取引を行なう

など、セキュリティー面にも配慮したインターネットのビジネス利用が多面的に浸透してきて

いる。

当公社では、中小企業の情報化促進に寄与するための基礎データとすることを目的に、県内

中小企業のインターネット利用状況をアンケートとヒアリングにより毎年調査している。

第２章では、ここ３カ年のアンケート調査結果を可能な範囲で掲載し、第３章では、可能な

限り業種毎に無作為抽出した県内企業10社にご協力頂き実施したヒアリング調査の結果を掲

載した。

2．調査対象

県内中小企業　3,000社　

（当振興公社が保有している企業情報データベースから各業種の構成比率に応じて無作為抽出した）

3． 調査時期　　

平成16年7月

4．調査方法

郵送によるアンケート調査

5．調査票回収状況

回答企業数　　501社

回答率　　　　16.7％

2【調査結果】

1． 回答企業概要

（1）業種別状況

回答企業を業種別にみると（図１）、「製造業」が44.3％と最も多く、以下、「建設業」が

21.7％、「卸売・小売業」が14.8％、「飲食店・宿泊業」が7.3％、「サービス業」が6.3％、「情

報通信業」が0.4％、「運輸業」が0.2％、「不動産業」が0.2％、「その他」が4.8％となっている。
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（２）資本金別状況

回答企業を資本金別にみると（図２）、「１千万円以上３千万円未満」が45.4％と最も多

く、以下、「１千万円未満」が28.7％、「３千万円以上５千万円未満」が10.8％、「５千万円以上

１億円未満」が7.5％、「個人事業主」が3.8％、「３億円以上」が2.3％、「１億円以上３億円未

満」が1.5％となっている。

（３） 従業員数別状況

回答企業を従業員数別にみると（図３）、「10人以下」が41.0％と最も多く、以下、「11人～

30人」が35.0％、「31人～50人」が9.9％、「51人～100人」が7.4人、「101人～300人」が

5.9％、「301人以上」が0.8％となっている。
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図１ 　 業種別状況 
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※棒グラフ上括弧内数値は回答企業数を表記した。 
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図２ 　 資本金別状況 
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２．インターネット利用状況

（１）インターネット利用状況

インターネット利用状況は（図４）、「利用している」企業は79.8％（前年比＋3.4ポイント）

であり、「利用を予定している」が1.6％（前年比△1.5ポイント）、「利用していない」が16.4％

（前年比＋0.5ポイント）、「検討中」が1.8％（前年比△2.6ポイント）、「利用はやめた」が0.4％

（前年比＋0.2ポイント）となっている。また、平成14年度以降でみると、インターネットを

「利用している」と回答した企業の比率は増加傾向にあり、「利用していない」企業の比率はほぼ

横這いである。

（２）インターネット利用上の主な通信回線の接続形態

インターネットを利用する上での、主な通信回線の接続形態は（図５）、一般電話回線、ダイ

ヤルアップＩＳＤＮなど必要に応じてその都度接続する「ダイヤルアップ回線」を主に利用する

企業の比率が38.8％（前年比△9.2ポイント）であり、またＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、光ファイバー

などブロードバンド回線他の「常時接続回線」を主に利用する企業の比率は、61.2％（前年

比＋9.2ポイント）である。以上から、「常時接続回線」の利用比率は増加傾向にあるといえる。
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図４ 　 イ ン タ ーネ ット利用状況 
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図５ 　 主 な 通信回線の接続形態 
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（3）インターネットの利用日数

1カ月当たり、１台平均のインターネットの利用日数は（図６）、「26日超」と回答した企業が

23.9％と最も高く、以下、「21日～25日」が20.7％、「１日～５日」が17.9％、「16日～20日」

が14.1％、「６日～10日」が12.8％、「11日～15日」が10.6％、となっている。

（4）インターネットの利用時間

１日当たり、１台平均のインターネットの利用時間は（図７）、「１時間以下」が58.0％（前

年比＋6.0ポイント）と高く、以下、「１時間超４時間以下」が34.0％（前年比△4.8ポイント）、

「４時間超７時間以下」が3.8％（前年比＋0.9ポイント）、「７時間超10時間以下」が1.8％（前

年比△0.8ポイント）、「10時間超13時間以下」が0.3％（前年比△1.7ポイント）となっており、

また「13時間超」の各項目は1.0％以下（前年比△0.2ポイント～＋0.3ポイント）の結果であ

る。

以上から、「４時間以下」の回答企業の比率が92.0％（前年比＋1.2ポイント）となっており、

大部分の中小企業においては、インターネットは業務の補助的な役割を果たしているとみられる。
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図６ 　 イ ン タ ーネ ット利用日数 
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図７ 　 イ ン タ ーネ ット利用時間 
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（5）インターネットの利用目的（複数回答）

インターネットの利用目的は（図８）、「電子メールによる情報交換」が69.6％（前年比＋1.2

ポイント）と最も多く、以下、「技術・製品情報の入手」が48.1％（前年比△3.1ポイント）、

「受発注業務（電子商取引）」が36.6％（前年比＋5.4ポイント）、「自社技術・製品・商品のＰＲ」

が34.3％（前年比＋3.1ポイント）、「経済、業界、海外情報等の入手」が33.5％（前年比△1.5

ポイント）、「人材の募集」が5.1％（前年比△1.7ポイント）、「その他」が8.7％（前年比△0.2

ポイント）となっている。

また、年度間伸び率を可能な範囲で比較すると、「受発注業務（電子商取引）」（前年比＋5.4ポ

イント）、「自社技術・製品・商品のＰＲ」（前年比＋3.1ポイント）、「電子メールによる情報交換」

（前々年比＋2.7ポイント）「技術・製品情報の入手」（前々年比＋2.2ポイント）「その他」が

8.7％（前々年比＋1.5ポイント）の順で伸びており、一方「経済、業界、海外情報等の入手」

（前々年比△3.6ポイント）「人材の募集」が5.1％（前々年比△1.3ポイント）が鈍化している。

以上から、インターネット活用を目的から見ると、インターネットの双方向性を活用した「受

発注業務（電子商取引）」「電子メールによる情報交換」や情報発信目的の「自社技術・製品・商

品のＰＲ」が活発化しており、また「技術・製品情報の入手」「経済、業界、海外情報等の入手」

等の情報収集の比重は高く、定着してきたように窺える。総じて、中小企業のインターネット活

用は一部活発化しながら概ね浸透方向にあるとみられる。

（6－１）インターネット利用上のセキュリティー対策の実施状況

インターネットを利用する上での、セキュリティー対策の実施状況は（図９）、セキュリティ

ー対策を「実施している」と回答した企業が74.5％（前年比＋3.8ポイント）、「実施していない」

と回答した企業が25.5％（前年比△3.8ポイント）である。約３／４の企業は何らかの形でセキ

ュリティー対策を実施しており、その比率が増加していることから、多くの企業がその重要性を

認識しているとみられる。
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図８ 　 イ ン タ ーネットの利用目的 
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図９ 　 セ キュ リ テ ィー対策実施状況 
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（6－２）インターネット利用上のセキュリティー対策の実施内容（複数回答）

前項（６－１）でセキュリティー対策を「実施している」と回答した企業に対して、セキュリ

ティー対策の実施内容について質問したところ（図10）、「コンピュータウイルス対策ソフト等

の導入により、ウイルス感染防止に努めている」が88.8％（前年比＋0.9ポイント）と最も多く、

「ファイアウォール等の設置により、企業内ネットワークへの不正アクセス防止に努めている」

が26.2％（前年比＋3.6ポイント）、「パソコン等へのパスワードの設定により、プライバシー保

護や情報漏洩防止に努めている」が、25.9％（前年比△7.4ポイント）、「その他」が4.1％（前

年比＋0.7ポイント）となっている。

以上から、実施内容の９割弱は、「コンピュータウイルス対策ソフト等の導入による、ウイル

ス感染防止」であることがわかる。

３．ホームページの開設・効果

（１）ホームページの開設状況

ホームページ開設状況は（図11）、「開設している」と回答した企業が40.4％（前年比＋1.6

ポイント、前々年比△2.6ポイント）あり、「開設に向け準備中である」の9.4％（前年比△2.2

ポイント、前々年比△7.0ポイント）を加えると、自社ホームページ開設について開設済み、あ

るいは前向きな企業が約５割である。反面、「開設していない」が47.9％（前年比△1.0ポイン

ト、前々年比＋7.8ポイント）、「開設はやめた」が2.3％（前年比＋1.6ポイント、前々年比＋

1.8ポイント）と、約５割の企業が開設していない状況にある。また、ホームページ開設済み企

業の比率は２年間対比（前年比）で若干上昇、３年間対比（前々年比）では若干の低下、一方、

非開設企業比率は２年間対比（前年比）で若干低下、３年間対比（前々年比）では上昇している。

開設準備中の企業比率は減少傾向にある。総じて、ホームページの開設状況は、開設企業と非開

設企業との間で２極化の状況がうかがえる。
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図１ ０ 　 セキュ リ ティー対策実施内容 
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図１ １ 　 ホ ー ムペ ー ジ 開設状況 
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（２）ホームページの開設効果（複数回答）

ホームページの開設効果は（図12）、「特に効果はない」と回答した企業が18.5％（前年比△

10.6ポイント、前々年比△10.2ポイント）ある。また、「その他」が3.1％（前年比△1.3ポイ

ント、前々年比＋0.6ポイント）となっている。

一方プラス効果があると回答した企業群を売上・受注寄与度により以下３面的項目群（下記①

～③）に分類すると、まず、①非売上・非受注面ではあるが売上・受注の基礎となる項目群

（「売上・受注の基礎項目群」）は、５項目（総体での項目平均：前年比＋4.4ポイント、前々年

比＋2.5ポイント）である。内訳は、「自社製品のPRができた」が51.2％（前年比＋2.5ポイン

ト、前々年比＋8.1ポイント）、「照会、問い合せが増加した」が46.3％（前年比＋13.4ポイント、

前々年比＋3.2ポイント）、「企業イメージが向上した」が37.7％（前年比＋5.4ポイント、前々

年比＋0.2ポイント）、「電子商取引を開始した」が10.5％（前年比＋2.3ポイント、前々年比＋

2.4ポイント）、「マーケティングの調査ができた（顧客のニーズをつかめた）」が6.8％（前年比

△1.4ポイント、前々年比△1.3ポイント）である。

次に、②売上・受注面への直結項目群（「売上・受注直結項目群」）が２項目（総体での項目平

均：前年比＋2.6ポイント、前々年比＋0.3ポイント）である。内訳は、「遠隔地からの注文が増

加した」が27.2％（前年比＋5.7ポイント、前々年比＋2.2ポイント）、「新規取引先が増加し、

売上が向上した」が22.8％（前年比△0.6ポイント、前々年比△1.6ポイント）。

更に③「間接部門への寄与項目群」が２項目（総体での項目平均：前年比＋0.4ポイント、

前々年比△1.7ポイント）である。内訳は、「公告宣伝費の削減ができた」が16.0％（前年比＋

2.1ポイント、前々年比△2.1ポイント）、「優秀な人材が確保できた」が3.1％（前年比、前々年

比共△1.3ポイント）である。

以上から、３面的項目群（上記①～③）総体の項目平均で見ると、前年比は３項目群ともプラ

ス、前々年比は①②の売上・受注関連項目群でプラスであり、また「特に効果はない」が前年比、

前々年比共10％超のマイナスである。更に前項３（１）の結果も勘案すると、総じて、自社ホ

ームページを開設し活用する企業に於いては、売上・受注の向上、乃至は間接部門での効率化を

目指し、様々な創意工夫により多面的な効用を享受しており、同時に、その有為性に対する認識

が浸透しつつあると捉えられる。
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図１ ２ 　 ホ ー ムペ ージ の開設効果 
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４．受発注におけるインターネット活用状況

（１） 受注におけるインターネット活用状況（複数回答）

インターネット利用企業の受注活動におけるインターネット活用状況を（図13）、以下３類型

（下記①～③）に分類すると、①「インターネットを受注に関連付けていない企業の類型」は２

項目（総体での項目平均：前年比△4.1ポイント、前々年比＋2.1ポイント）である。内訳は、

「受注業務はない」が21.7％（前年比△10.6ポイント、前々年比△4.1ポイント）、「インターネ

ットを通じた受注への取組みを行なう予定はない」が22.8％（前年比＋2.5ポイント、前々年

比＋8.2ポイント）である。

一方、②「インターネットを何らかの形で受注活動に活用している企業の類型」は、５項目

（総体での項目平均：前年比＋1.1ポイント、前々年比＋0.4ポイント）である。内訳は、「受注

のためのページはないが、製品や業務紹介をホームページ上でしている」が22.5％（前年比＋

0.9ポイント、前々年比＋2.2ポイント）、「受注のためにインターネット上の受発注ネットワー

クに登録している」が18.2％（前年比＋3.1ポイント、前々年比△0.7ポイント）、「自社作成の

ホームページで常時受注を受け付けている」が14.7％（前年比＋1.2ポイント、前々年比△1.1

ポイント）、「受注のためにインターネット上のオークションに参加したことがある」が4.0％

（前年比△0.4ポイント、前々年比＋1.1ポイント）、「インターネット上のショッピングモールに

出店している」が3.8％（前年比＋0.7ポイント、前々年比＋0.6ポイント）である。

また、③上記①②と別の類型では、「現在インターネットを活用した受注について準備計画中

である」が15.8％（前年比＋2.2ポイント、前々年比＋1.2ポイント）となっている。

以上より、３類型で見た場合、②＋③＝「インターネットを何らかの形で受注活動に活用して

いる」＋「準備計画中である」という前向きな企業の類型は、総体での項目平均で前年比1.3ポ

イント増加し、前々年比も0.6ポイント増加している。個別項目では「製品、業務紹介や常時受

注」での自社ホームページの活用や、「受発注ネットワークへの登録」「ショッピングモールへの

出店」等新しい手法によるインターネットの活用が昨年比増加している。

一方、「インターネットを通じた受注への取組みを行なう予定はない」企業が前年比、前々年

比共増加しており、総じて、受注活動におけるインターネット活用は、前向きな企業とそうでな

い企業の姿勢の違いから２極化の状況が窺がえる。
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図１ ３ 　 受注におけるインターネット活用状況 
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（２）発注（調達）におけるインターネット活用状況（複数回答）

発注（調達）活動におけるインターネット活用状況を(図14)、以下３類型（下記①～③）に分

類すると、①「インターネットを発注（調達）に関連付けていない企業の類型」は、２項目（総

体での項目平均：前年比△5.7ポイント、前々年比△7.9ポイント）である。内訳は、「発注（調

達）業務はない」が25.1％（前年比△8.1ポイント、前々年比△9.9ポイント）、「インターネッ

トを通じた発注（調達）を行なう予定はない」が25.4％（前年比＋2.4ポイント、前々年比＋

2.0ポイント）である。

一方、②「インターネットを何らかの形で発注（調達）活動に活用している企業の類型」は、

４項目（総体での項目平均：前年比＋0.2ポイント、前々年比＋1.9ポイント）である。内訳は、

「新たな発注（調達）先を探すため積極的にホームページを検索している」が21.5％（前年比△

0.4ポイント、前々年比＋4.2ポイント）、「特定の取引先にインターネットを通じて常時発注し

ている」が16.2％（前年比＋0.1ポイント、前々年比＋1.3ポイント）、「発注（調達）のために

インターネット上の受発注ネットワークに登録している」が10.1％（前年比、前々年比共＋0.1

ポイント）、「発注（調達）のためにインターネット上のオークションに参加したことがある」が

4.5％（前年比＋0.8ポイント、前々年比＋1.8ポイント）などである。

また、③上記①②と別の類型では、「現在インターネットを活用した発注（調達）について準

備計画中である」が13.7％（前年比＋1.3ポイント、前々年比＋2.1ポイント）となっている。

以上より、３類型で見た場合、②＋③＝「インターネットを何らかの形で発注（調達）活動に

活用している」＋「準備計画中である」という前向きな企業の類型は、総体での項目平均で前年

対比0.4ポイント増加し、前々年比も1.9ポイント増加している。個別項目でも、「新たな発注

（調達）先を探すため積極的にホームページを検索している」が前年比微減している他は、「受発

注ネットワークに登録している」がほぼ横這いであり、また「特定の取引先にインターネットを

通じて常時発注している」「オークションへの参加」「インターネットを活用した発注（調達）に

ついて準備計画中」は微増傾向にある。

一方「インターネットを通じた発注（調達）を行なう予定はない」が前年比、前々年比共増加

しており、総じて、発注（調達）活動におけるインターネット活用は、その活用に前向きな企業

では、緩やかな浸透過程にある一方、前向きでない企業の意思は昨年来やや明確化してきている

様子が窺がえる。
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図１ ４ 　 発注（調達）におけるインターネット活用状況 
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５．「コラボレートいばらき」「当公社のホームページ」「ＩＢＢＮ」の知名度等

（１－１）中小企業ビジネス支援サイト「コラボレートいばらき」の知名度

インターネット利用者に対して、「コラボレートいばらき」についての認知度を質問したとこ

ろ(図15)、「良く見ている」と回答した企業は12.9％（前年比＋3.8ポイント、前々年比＋5.0ポ

イント）、「見たことはあるが内容はよくわからない」が18.5％（前年比＋4.7ポイント、前々年

比＋2.7ポイント）、「見たことがない」が68.6％（前年比△8.5ポイント、前々年比△7.8ポイン

ト）となっており、「良く見ている」企業比率は微増傾向にあるものの、約２／３の企業が「見

たことがない」と回答していることから、その知名度は低位にある。

（１－２）中小企業ビジネス支援サイト「コラボレートいばらき」を見て役に立った点（複数回答）

前項（１－１）で「良くみている」と回答した企業が、「コラボレートいばらき」を見て役に

立った点について回答した結果を、カテゴリー別に簡略表記すると（詳細：図16）、「新着情報」

が47.3％（前年比＋6.4ポイント、前々年比△4.3ポイント）と最も多く、以下、「各種支援情報

（カテゴリー検索）」が30.9％（前年比△5.5ポイント、前々年比△4.6ポイント）、「メールマガ

ジン」が29.1％（前年比＋6.4ポイント、前々年比＋3.3ポイント）、「受発注情報」が16.4％

（前年比△8.6ポイント、前々年比＋0.3ポイント）、「企業情報」が16.4％（前年比＋0.5ポイン

ト、前々年比＋3.5ポイント）、「ＩＴコーナー」が16.4％（前年比＋7.3ポイント、前々年比＋

9.9ポイント）、「ビジネス交流広場（ビジネス掲示板）」が14.5％（前年比△1.4ポイント、前々

年比＋8.0ポイント）、「その他」が10.9％（前年比＋4.1ポイント、前々年比△5.2ポイントとな

っている。
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図１ ５ 　 「コラボレートいばらき」の認知度 
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図 １６　 「コラボレートいばらき」を見て役に立った点 
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（２－１）「（財）茨城県中小企業振興公社のホームページ」の知名度

インターネット利用者に対して、「（財）茨城県中小企業振興公社のホームページ」についての

認知度を質問したところ(図17)、「良く見ている」と回答した企業は8.4％（前年比＋2.2ポイン

ト、前々年比△0.8ポイント）、「見たことはあるが内容はよくわからない」が20.6％（前年比＋

6.2ポイント、前々年比＋6.3ポイント）、「見たことがない」が71.0％（前年比△8.4ポイント、

前々年比△5.5ポイント）と約７割超の企業が「見たことがない」と回答していることから、そ

の知名度は低位にある。

（２－２）（財）茨城県中小企業振興公社のホームページを見て役に立った点（複数回答）

前項（２－１）で「良くみている」と回答した企業が、「（財）茨城県中小企業振興公社のホー

ムページ」を見て役に立った点について回答した結果を、カテゴリー別に簡略表記すると（詳

細：図18）、「茨城県企業情報提供システム」が40.0％と最も多く、以下、中小企業情報誌

「Wing21いばらき」が22.5％（前年比△2.5ポイント、前々年比△8.1ポイント）、「受発注情報」

が20.0％（前年比△8.1ポイント、前々年比＋0.6ポイント）、「茨城県中小企業支援ベンチャー

プラザ」が20.0％（前年比＋1.2ポイント、前々年比＋3.3ポイント）、「メールマガジン」が

17.5％、「セミナー／相談会」が15.0％（前年比△3.8ポイント、前々年比△4.4ポイント）、

「特許情報」が12.5％（前年比＋3.1ポイント、前々年比＋12.5ポイント）、「茨城県海外取引企

業データベース」が2.5％、「その他」が12.5％（前年比＋6.2ポイント、前々年比＋4.2ポイン

ト）となっている。
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図１ ７ 　 「（財）茨城県中小企業振興公社ホームページ」の認知度 
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図１ ８　 「（財）茨城県中小企業振興公社ホームページ」を見て役に立った点 
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（３）「茨城ブロードバンドネットワーク」（ＩＢＢＮ）の知名度

インターネット利用者に対して、「茨城ブロードバンドネットワーク」（ＩＢＢＮ）についての

認知度を質問したところ（図19）、「良く知っている」と回答した企業は3.9％（前年比＋1.7ポ

イント、前々年比△1.3ポイント）、「ある程度知っている」が24.6％（前年比＋1.6ポイント、

前々年比△14.9ポイント）、「全く知らない」が71.5％（前年比△3.3ポイント、前々年比＋

16.3ポイント）となっており、約７割強の企業が「全く知らない」と回答していることから、

その知名度は低位にある。

６． まとめ

（ －　アンケート調査結果　－　）

今回の県内中小企業に対するインターネット利用に関するアンケート調査結果によると、

（１）インターネット利用については、

利用企業の比率は３年間対比で増加傾向にある。主な通信回線は「常時接続回線」の利用比

率が増加傾向にある。利用目的（複数回答）から見ると、インターネットの活用は、その双方　

向性を活用した「受発注業務（電子商取引）」「電子メールによる情報交換」や情報発信目的の

「自社技術・製品・商品のＰＲ」が活発化しており、また「技術・製品情報の入手」「経済、業

界、海外情報等の入手」等の情報収集の比重は高く、定着してきたように窺えることから、中

小企業におけるインターネット活用は一部活発化しながら概ね浸透方向にあるとみられる。セ

キュリティー面では、「コンピュータウイルス対策ソフト等の導入による、ウイルス感染防止」

を中心に多くの企業がその重要性を認識しているとみられる。受発注におけるインターネット

活用については、受注面では、「製品、業務紹介や常時受注」での自社ホームページの活用や、

「受発注ネットワークへの登録」「ショッピングモールへの出店」等新しい手法によるインター

ネットの活用が昨年比増加している。一方、「インターネットを通じた受注への取組みを行な

う予定はない」企業が前年比、前々年比共増加しており、受注活動におけるインターネット活

用は、前向きな企業とそうでない企業の姿勢の違いから２極化の状況が窺がえる。また発注面

では、「新たな発注（調達）先を探すため積極的にホームページを検索している」が前年比微

減している他は、「受発注ネットワークに登録している」がほぼ横並びであり、「特定の取引先

にインターネットを通じて常時発注している」「オークションへの参加」「インターネットを活

用した発注（調達）について準備計画中」は微増傾向にある。一方「インターネットを通じた

図１ ９ 「茨城ブロードバンドネットワーク（IBBN）」の認知度 
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発注（調達）を行なう予定はない」が前年比、前々年比共増加しており、総じて、発注（調達）

活動におけるインターネット活用は、その活用に前向きな企業では、緩やかな浸透過程にある

一方、前向きでない企業の意思は昨年来やや明確化してきている様子が窺がえる。

（２）ホームページの運営状況については

開設状況は、開設企業と非開設企業との間で２極化の状況がうかがえる。また、その効果面

から見ると、自社ホームページを開設し活用する企業に於いては、「売上・受注の向上」乃至

は「間接部門での効率化」を目指し、様々な創意工夫により多面的な効用を享受しており、同

時に、その有為性に対する認識が浸透しつつあると捉えられる。

総じて、本年度のアンケート調査結果では、インターネットの活用、ホームページの運営と

も、強弱の差はあれ、それらの活用に前向きな企業とそうでない企業の「２極化」の傾向がみ

られた。前向きな企業では、創意工夫により利用目的を明確化し、多面的な効用を享受しなが

ら、その有為性に対する認識が浸透しつつある傾向が窺え、一方、前向きでない企業では、そ

の方向での企業姿勢や意思の明確化傾向が感じ取れた。

（ －　ヒアリング調査結果　－　）

ホームページの開設・活用・効果、インターネット活用、行政への要望等について、ホーム

ページ開設企業へヒアリングを実施した結果によると、

（１）ホームページの開設面では、情報処理会社に委託するばかりでなく、自社或いは自作で開

設する例、自社メンテナンス担当者の設置やスキルの向上及び交代要員の育成を図る例。関連

会社に情報処理会社を有する場合の優位性を享受する例。自社はユーザーに一番近く、ユーザ

ーの身方という強い思いと明確なコンセプトから、規制緩和やその具体的情報を専門家の立場

から情報提供したいと、ＨＰを一から手造りし、随時メンテナンス情報を提供している例等が

みられた。

ホームページの活用・効果面では、パスワードでセキュリティーを確保しながら「自社組織

構成」や「財務内容」を関係機関（者）にディスクローズすることにより信用力を高めようと

する例。自社をとり巻く業界情報等を、直接商売に結びつくかどうか判らない範疇まで踏み込

んで、消費者やユーザー向けに、解説、提供する例。電話やＦＡＸでの問い合わせの多い（重

複）項目を、都度掲載、解説し顧客利便性向上、社内省力化等を図る例。調達過多の部品をＨ

Ｐ上で売却し、過剰在庫品の消化に役立てている例。社員の個性を発信することにより、ＨＰ

を、取引先等関係者とのフレンドリーなインターフェイスに育てつつある例。注文の管理負担

や社内体制への負荷等により「Ｂ to Ｃ」を止めた例。逆に、「Ｂ to Ｃ」の「オンラインショ

ップ」で決済手段を多様化させ、「商品紹介」は掲載商品点数に幅と深みを持たせるなど、顧

客利便性を向上させ、活性化させている例。「キャンペーン」「体験教室」「工場見学」等のイ

ベント掲載やより付加価値の高い製品・カテゴリーの傾斜掲載等の営業施策をＨＰ上にも反映

させるなど、事業とＨＰ運営を可能な限りリンクさせ、ＨＰを活用している例。ネットショッ

プと実店舗間の相互誘客・購買等相乗効果を上げている例。特徴ある製品・サービスや竣工ま

での施工プロセスを「写真付き」で解説するなどビジュアル化により、ＨＰを品質や安全性等

に対する顧客理解を深める為のサポート・ツールとして活用している例。電子入札に参加した
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例。行政手続きの電子化により利便性を感じている例。電話や対面での情報伝達のニュアンス

に少しでも近付けるよう、親切で木目細かなＨＰ上での説明を心掛けている例。ユーザー向け

に発信している「お得情報」の更新を「心待ちにしている」というリアクションが社員の励み

になっている例等がみられた。

（２）インターネットの活用面では、新規取引を始める場合や役所が指名先調査をする場合など、

有料情報を含めた企業情報の収集手段として活用する例。現場写真や図面のやり取りや公共施

設の遠隔管理に（携帯）メールを活用している例。コンピュータウイルスの被害に遭い、セキ

ュリティー面からネットワークやデータバックアップの再構築を検討する過程にある例。イン

ターネットとグループウエア、小型ＰＣ等モバイル端末との組み合わせにより出先に居ながら

にして社内にいるのと同様の業務環境を構築している例。経費節減効果も図れる為、ＩＰ電話

の導入を検討している例。ＤＭ等とのコスト対比から、新商品情報や割引クーポンの配信、携

帯メール持参者へのプレゼント等、携帯メールによる販促展開を目指している例。各店、各セ

クションのスタッフとの社内連絡網を携帯電話の中でメールグループを作成し、構築している

例。異業種関連会社の売上集計や時系列比較等をインターネットやソフトを活用して自動作成

している例。業界団体の全国組織や旅行代理店・メーカー（発注先）、問屋等の運営する（受

発注）ネットワークに加盟し、インターネットを通じてアクセスし、ＡＳＰ的に活用している

例。懸賞サイトへの参加により、企業・商品宣伝を行い、商品等の提案を通して利用者サイド

の潜在需要の覚醒に役立てている例。検索サイトの活用や出張時の飛行機・宿泊先等の予約、

その代金決済手段としてインターネットを活用する例等がみられた。

（３）行政への要望面では、山間部等地域間格差がなく、安価、高速、高セキュリティーの通信

基盤への要望。「つくばブランド」等「地域ブランド」のアピールや「県産品」「観光資源」の

活用、「地産地消」活動の活性化等に対する要望。公共・民間・生活空間等でのユビキタス社

会への期待。学校教育の現場で進むインターネットを含むＩＴ教育に於ける、教える側の技能

や体制整備への要望。「ネットショップ」に関するセミナーに対する提案。インターネットを

通じた行政手続きの利便性向上への要望。“人に優しい行政サービス”や百里飛行場の民間共

用関連のインフラ整備・まちづくり等に対する要望等についての声が聞かれた。

総じて、本年度のヒアリング調査結果では、個別企業に於いては、ホームページやインター

ネットの活用面での創意工夫が多々見られた。

今後のインターネット活用については、社会・経済の変化、社会諸制度の変革に加え、ブロ

ードバンドを初めとした通信インフラの整備・普及やＰＤＡ、携帯電話等モバイル・通信端末

他のハード面の多様化・高度化、或いは簡便で安価なアプリケーションソフトの開発・活用、

セキュリティーの確保など、インターネット活用環境の向上を前提とすれば、これらインター

ネット活用環境の向上と、インターネットの双方向性を活かしたＢtoＢ（企業・企業間）、Ｂ

toＣ（企業・消費者間）、ＢtoＧ（企業・行政間）など利用主体間のビジネスモデルの展開や

中小企業の経営戦略及びその中の販売戦略等に基づく個社毎の創意工夫とがあいまって、イン

ターネットのビジネス利用の進展が期待される。
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７．ご意見
問1－③〈インターネットを「利用していない」理由〉

問1－⑤〈インターネットを「やめた」理由〉

問5－2－④〈インターネット利用上のセキュリティー対策の内容、「その他」〉

問6－⑦〈インターネット利用目的、「その他」〉
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今の所必要がない。（同様の意見が他に21件）
TEL多い。
特になし。（同様の意見が他に1件）
難しそう。
現在パソコンを勉強中です。
パソコン操作が出来ない。（同様の意見が他に4件）
メーカーにて利用しているため。
近々使用する予定です。
パソコン無。
売上に変化なし。
当店にはメリットがない。
電話回線へ接続していない。

必要なことには使えない。
使わないため。

プロバイダーによるウィルスチェックサービスを利用している。
（同様の意見が他に2件）
OCN・メールウィルス対策を利用。
契約サーバーのウィルスチェックサービス。
DBサーバーをローカルに置いている。
プロバイダセキュリティー利用。 （同様の意見が他に1件）

一般的な情報入手。
宿泊予約システム。
毎日本部からのサイトで通信。
電子入札等。（同様の意見が他に3件）
株式取引。
特段目的設定なし。注文等、留守・納品予定等の受発注管理。
サイトとの契約による売上向上のため。
特許庁・電子図書館へのアクセス。
販売。
仕事以外の情報。
本社との連絡。
関連企業間のネットワーク利用。
官公庁の公共事業の情報、電子入札。
VPN。

(Ｏ町　製造業他)
(Ｈ市　製造業)
(Ｈ市　製造業他)

(Ｍ市　卸売･小売業)
(Ｈ市　建設業)

(Ｈ市　卸売･小売業他)
(Ｈ市　建設業)
(Ｔ市　建設業)

(Ｋ町　卸売･小売業)
(Ｈ市　卸売･小売業)
(Ｔ市　卸売･小売業)
(Ｋ市　卸売･小売業)

(Ｔ町　製造業)
(Ｍ町　卸売･小売業)

(Ｓ町　製造業他)

(Ｓ町　製造業)
(Ｔ市　サービス業)
(Ｔ市　情報通信業)
(Ｍ市　製造業他)

(Ｍ市　飲食店・宿泊業)
(Ｄ町　飲食店・宿泊業)
(Ｔ市　卸売・小売業)
(Ｍ市　建設業他)
(Ｈ市　製造業)
(Ｓ町　製造業)

(Ｋ市　サービス業)
(Ｈ市　製造業)
(Ｔ町　製造業)
(Ｉ市　建設業)
(Ｙ市　製造業)

(Ｍ市　サービス業)
(Ｔ市　建設業)

(Ａ町　卸売･小売業)



問7－③〈ホームページを「開設していない」理由〉

問7－④〈ホームページの開設を「やめた」理由〉
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特に必要ない。（同様の意見が他に21件）
特になし。（同様の意見が他に5件）
何らかのPRや受発注を受けることはないため。
技術がない。
親会社のみ利用。
開設の方法がよく分からない。
手間のかかる更新が大変。（同様の意見が他に1件）
宣伝する商品を持っていない。
受注生産で広告の必要少ない。管理が大変。
人員、資金ともに不足。
検討中。（同様の意見が他に2件）
対応できない（人材がいない）。（同様の意見が他に3件）
メーカー（仕入先）のホームページに開設。
特に他社（他店）と差別化できないため。
販売のエリアが狭いので必要がない。（同様の意見が他に１件）
個人での開設をしている。
時間がない。人手がない。
管理できない。（同様の意見が他に2件）
今後検討（現在は、工業クラブ内ホームページのみ）。
業務多忙のため。（同様の意見が他に2件）
加入している組合のホームページ内にワクがあるため。
費用対効果。（同様の意見が他に7件）
パソコンが上手でないため。
本社において開設しているので。
機会がなかった。
ランニングコスト、人材、その他。
業務内容からホームページを必要としない。
合弁会社で非公開。
考えていなかったので。
企業として、ホームページを作ってもメリットが少ない。また、商売上
こまめな更新を必要とするのでそれに対応する時間と人員がない。
よくわからないから。

前任者がとりやめたので不明。
別に意味はない。
業種の変更のため。
団体等のホームページにのせているため。
更新をする担当者がいない。
更新する時間がなかったため。

(Ｍ市　建設業他)
(Ｍ市　飲食店・宿泊業他)

(Ｍ市　その他)
(Ｋ町　製造業)
(Ｓ市　製造業)
(Ｙ町　製造業)

(Ｋ市　卸売・小売業他)
(Ｈ市　製造業)
(Ｓ町　製造業)

(Ｍ市　卸売・小売業)
(Ａ町　建設業他)
(Ｕ市　製造業他)

(Ｈ市　卸売･小売業)
(Ｋ市　卸売・小売業)
(Ｔ村　製造業他)
(Ｈ町　建設業)
(Ｈ市　建設業)
(Ｓ町　製造業他)
(Ｇ町　製造業)

(Ｍ市　卸売・小売業他)
(Ｙ市　その他)

(Ｋ市　飲食店・宿泊業他)
(Ｉ市　建設業)
(Ｍ市　製造業)
(Ｔ市　建設業)

(Ｔ市　飲食店･宿泊業)
(Ｍ町　サービス業)
(Ｋ町　製造業)
(Ｔ市　建設業)

(Ｉ市　卸売･小売業)

(Ｕ町　製造業)

(Ｍ市　卸売･小売業)
(Ｋ町　建設業)
(Ｓ町　製造業)
(Ｈ市　製造業)
(Ｓ市　製造業)

(Ｊ町　卸売･小売業)



問9－⑪〈ホームページ開設の効果、「その他」〉

問10〈自社ホームページの今後の活用方法・戦略的方向性〉
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○

○
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○

○
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○
○
○
○
○
○

○

○
○
○

○

○

○

○
○
○
○

○

海外顧客へのカタログ（情報）提供。
会社案内として使用している。
無料相談掲示板への行政からの質問が多い事がわかった。
5月立ち上げたばかりで検索エンジンで上位に表示されない。

担当者をおいて、管理させる。
製品PR。（同様の意見が他に2件）
店舗売上の増進対策に活用。通販の増販。
自社製品のPR継続と有料情報のWeb配信等に使用していく。
また、ASP事業も開始しており、今後も継続拡大していく。
更なる商品のPRと、顧客へのきめ細かいサービス提供。
季節のイベント情報等、常に最新情報を提供出来るように考えている。
マーケティング。
ホームページを改造し、新規取引先を拡大したい。
来客数を増やすため、尚一層の充実を図りたい。
インターネット直販を拡充したい。
自社製品のPRと注文活動。
物品販売等。
人材確保・企業イメージの向上。
自社の技術や製品（サービス）を積極的に宣伝していく。
通信販売及びリクルート。
特になし。（同様の意見が他に6件）
全日程での予約可。
売上の向上。（同様の意見が他に2件）
現在：イメージUP・製品紹介
今後：イメージUP・顧客の声収集・特注品の受注・海外からの受注
考えていない。
販売への活性化及び情報提供ページの増。
新規取引先の増加･確保。
ホームページの内容を見直し、もっと具体的に分かりやすいものに
して様子をみたい。
無料相談の有料化。
インターネットショッピングのページを追加し、自社製品の販促につなげたい
と思っている。電子商取引についても、前向きに検討している。
既存取引先との受発注業務での事務作業の軽減化。
企業紹介。（同様の意見が他に１件）
データベースとの連動等。
現在と同じ。当社の情報を広く、多く伝える。
CGIの機能を充実し、商品のアピール度を深めたい。さらに、
販売力をつけたい。

(Ｍ市　製造業)
(Ｉ市　建設業)

(Ｔ市　サービス業)
(Ｈ市　製造業)

(Ｈ市　製造業)
(Ｉ町　製造業他)
(Ｍ市　製造業)

(Ｍ市　情報通信業)

(Ｓ市　製造業)
(Ｄ町　飲食店･宿泊業)

(Ｉ市　製造業)
(Ｉ町　製造業)

(Ｍ市　飲食店･宿泊業)
(Ｓ町　製造業)
(Ｓ町　製造業)

(Ｍ市　飲食店･宿泊業)
(Ｒ市　建設業)

(Ｍ市　サービス業)
(Ｔ市　製造業)

(Ｎ町　サービス業他)
(Ｋ市　サービス業)

(Ｍ市　飲食店･宿泊業他)

(Ｍ市　製造業)

(Ｉ町　製造業)
(Ｈ市　卸売･小売業)

(Ｈ市　製造業)

(Ｈ市　製造業)

(Ｔ市　サービス業)

(Ｈ市　建設業)

(Ｙ村　製造業)
(Ｈ町　建設業他)
(Ｔ市　製造業)
(Ｔ市　製造業)

(Ｔ市　卸売･小売業)
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問10〈自社ホームページの今後の活用方法・戦略的方向性〉
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○
○
○
○
○
○

オンラインショップ等への加入により、販売力を強化させたい。
自社開発商品のPR等。
自社PR、新規取引先拡大。
本格的なビデオ配信を考えている。
関連施設へのリンク。
通販。
新規取引先を増やす目的と、会社のPR活動にしていきたい。但し、
ホームページのメンテをしていないため、作られた時のままである。
自社製品のPR、電子商取引。
普通に考えられるITについて、全て考慮する。
基本は現在のものを利用し、常に更新をして新しい情報を発信していく。
有効な活用ができるように、人材育成も含め検討中です。
自社の技術を今まで以上にPRして行きたい。
インターネット予約。
検討中。（同様の意見が他に1件）
更新していないので現状とズレが出ている。更新中です。チラシ配布
を少なくしホームページで全てが分かってもらえるようにしたい。
見てもらうためにどうするか。
新規設備導入時の受注拡大策。
住宅外構の個人営業強化。
電子商取引を拡大したい。
現状維持。
全商品を掲載したいですが、更新が出来ない(業者が管理のため)。
自社で今後更新できるように考えております。
公開するという意識は、新たな商品活発への意欲となり、仕事が活発化します。
新たな商品開発(サービスや料理･プランまで)を考え、多方面に告知していきたい。
自社取扱い商品のPR、宣伝。
ショッピングモール等への開(出)店を考えている。
未定。
問9で回答した件を更に向上させたい。
輸入が多いため、海外業者への自社アピール強化。
一部客先からの受注をインターネットで実施している。
強化していく。

(Ｍ村　卸売･小売業)
(Ｋ町　製造業)
(Ｈ市　製造業)
(Ｔ町　製造業)

(Ｄ町　飲食店･宿泊業)
(Ｍ市　製造業)

(Ｕ市　製造業)

(Ｕ市　製造業)
(Ｒ市　製造業)

(Ｈ市　飲食店･宿泊業)
(Ｍ市　卸売･小売業)

(Ｈ市　建設業)
(Ｋ市　サービス業)
(Ｓ町　製造業他)

(Ｋ町　製造業)

(Ｈ市　製造業)
(Ｈ市　製造業)
(Ｔ市　建設業)
(Ｍ町　製造業)

(Ｍ市　飲食店･宿泊業)

(Ｋ市　製造業)

(Ｈ市　飲食店･宿泊業)

(Ｋ市　卸売･小売業)
(Ｈ市　製造業)
(Ｓ町　製造業)
(Ｈ町　製造業)

(Ａ町　卸売･小売業)
(Ｉ町　製造業)

(Ｕ市　卸売･小売業)
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問14－⑨〈「コラボレートいばらき」を見ての効果、「その他」〉

問14－２〈「コラボレートいばらき」を見て具体的に役立った点〉

問16－⑨〈「（財）茨城県中小企業振興公社のホームページ」を見ての効果、「その他」〉

問16－２〈「（財）茨城県中小企業振興公社のホームページ」を見て具体的に役立った点〉
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特に効果ない。（同様の意見が他に1件）
興味がなかった。
あまり見ていないので。
利用していない。

セミナーやイベントに参加しやすくなった。
具体的なものはない。
各種支援情報並びに新着情報の取得により、社内Reviewの検討題材にできた。
現在の利用状況としては、関連のあるものの情報収集のみになっている。
他者の状況把握。
頑張っている他社情報は、自社の励みとなっている。
製品に関する問合わせが増加した。
ITコラムで用語の説明を確認している。
特にありません。（同様の意見が他に2件）
コマーシャルになった。

企業情報。
取引先の拡大までは至っていない。
活用したいと思わなかった。
勉強になった。

システムについて理解できた。
県内に於ける中小企業間との連携を情報という手段を使用し役立てることが
できた。特許内容確認を「特許情報」にて収得し、Reviewに使用できた。
現在の所企業情報のみ。
情報収集。
他社特許情報の確認・補助金情報。
特になし。（同様の意見が他に2件）
募集要項をダウンロードし、ヤングベンチャービジネスコンペに応募した。
材料の仕入先について、情報を得る事が出来た。
県の制度資金等の内容の把握等。
受発注情報より発注先の多忙な分野、受注申し出企業の設備状況が参考になった。

(Ｔ市　卸売･小売業他)
(Ｈ町　建設業)

(Ｔ市　卸売･小売業)
(Ｒ市　製造業)

(Ｈ市　製造業)
(Ｍ市　製造業)

(Ｍ市　情報通信業)
(Ｄ町　飲食店･宿泊業)

(Ｍ市　製造業)
(Ｔ市　サービス業)
(Ｈ市　建設業)
(Ｔ市　建設業)
(Ｈ市　その他)

(Ｈ市　飲食店･宿泊業)

(Ｄ町　飲食店・宿泊業)
(Ｉ町　製造業)
(Ｈ町　建設業)
(Ｈ町　製造業)

(Ｈ市　製造業)

(Ｍ市　情報通信業)

(Ｄ町　飲食店・宿泊業)
(Ｋ市　サービス業)
(Ｍ市　製造業)
(Ｈ市　製造業他)
(Ｔ市　サービス業)
(Ｈ市　建設業)
(Ｋ町　製造業)
(Ｍ市　製造業)
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問20〈その他ご意見・ご感想・ご要望〉
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工業技術振興基金事業に対する各申込用紙をHPよりダウンロードし、
メールでの添付ファイルで返信できないでしょうか。
IBBNについては、拠点から各企業への接続に大きな経費が必要な
ようなので、当初期待していたがとても使えそうにないので残念。
現在は必要としていない。でも電話回線はISDN契約している。また
見積書等はパソコンにて作成しているので、将来的には必要かも？
IBBNについての現況と今後の利用可能範囲を知りたい。
インターネットは現場サイトで利用。事務所の方へはパソコンは持ってこない。
以前に聞いた事がありますが、IBBNの費用は、1万円/月位で
できるようになりましたでしょうか？
当社では図面のやりとりをするのに、インターネットを利用する程度です。
一度IBBNの説明会に参加したが、当社の規模程度では不適合と考えた。
特にありません。（同様の意見が他に10件）
インターネットにて発注業務を行うためにはセキュリティーの面の設備投資がか
なり必要となる。情報の宝庫（悪意ある者にとって）といわれるインターネット
の利便性を活用するには、暗号化認証等の課題は多い。個人情報の売買市場が存
在する以上信頼を得るサイト管理にはコストが掛かりすぎる。
将来利用が出て来る事を考え検討してみたい。
覚える時間がほしい。また、どの様にして勉強したら良いかわからない。
電子入札県になるので、今後インターネットを活用したいと思います。
まだ必要ないから。
年度内に利用したいと考えている。通信回線の選び方、接続業者の
選定などについて、アドバイスを受けたい。
食肉製品製造業、小売業併設レストランの特殊な業種なので、あてはまる内容がない。
パソコンもアドレスもHPも用意済。セットアップするだけになって
おります。今までは、どちらかというと個人のパソコンで事足りて
いたため、会社所有としては、これからの導入になります。
電話代ばかり掛かり、メリットなし。
この様なアンケートもネット上で回答するシステムを加えてみては？
送料Free、手間も少ない。
この様な調査はよいと思います。これからもよろしくお願い致します。
IBBNは今の所は不要とさせて下さい。将来は、参加したいと考えています。
まだまだインターネットを業務に生かせず、楽しみ（趣味）の段階でしかない。
官がやるとあまり良いものはつくれない。
今の所仕事に支障がないので、インターネットの接続はしていません。
インターネットは今後も利用する予定はありません。
お役に立てず申し訳ありません。
役所系の発想やスピードでは、役に立たないと思います。特に中小企業では。
やるなら、責任者を決めて本気でやってほしいですね。
インターネットの使い道がわからないので、仕事上必要性を感じない。
(入札を除いて)
受発注情報欄が古いものがあるので、削除し新規物件を載せてほしい。
我々は仕事がほしいので、情報は常に新しくして下さい。

(Ｈ市　製造業)

(Ｍ市　製造業)

(Ｍ市　建設業)

(Ｍ市　情報通信業)
(Ｔ市　建設業)

(Ｉ市　製造業)

(Ｙ町　建設業)
(Ｄ町　飲食店･宿泊業)

(Ｓ町　製造業他)

(Ｍ市　建設業)

(Ｔ市　建設業)
(Ｋ市　建設業)

(Ｈ市　サービス業)
(Ｅ町　製造業)

(Ｔ市　建設業)

(Ｔ市　製造業)

(Ｓ市　建設業)

(Ｔ町　製造業)

(Ｍ市　製造業)

(Ｔ市　情報通信業)
(Ｈ市　建設業)

(Ｙ市　飲食店･宿泊業)
(Ｈ市　建設業)
(Ｉ市　製造業)

(Ｓ市　卸売･小売業)
(Ｈ市　製造業)

(Ｔ町　製造業)

(Ｋ市　建設業)

(Ｕ市　製造業)
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問20〈その他ご意見・ご感想・ご要望〉
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インターネットを使って何件かやりとりしたんですが、インターネットを
使うのが不安で(いまいちわからない)知っている業者間で何度かどうして
も必要という時に使っただけです。これも娘に頼んで通信しました。
パソコン操作に自信がついたら、インターネット利用も検討しても
いいかと思っています。
今の所当社では、インターネットのメリットがない。
ネット販売は絶対必要なことで、もう少し勉強して経営に役立てたい。
インターネットとは直接に関係ないですが、県土木部等が推進してい
る電子納品について知りたいです。
情報が不足しています。もっと多くの情報を発信して下さい。お願いします。
まだ使用方法が完全でないので・・・
使えれば良いと思っているので只今勉強中です。
申し訳ありませんがいつも質問が同じような気がします。
毎回同じ回答をしているような気もします。
光ファイバー使用の中小企業無料化。
日立市でやった日立のページに地場物扱いでのせたが、一件も
注文やアクセスがなかった。
IBBNは利用中です。
一度お伺いしていろいろと説明を聞きたいと思います。
現在NTTの子会社と相談中です。
返信が大変遅くなってしまって申し訳ありません。期日より大幅に遅れ
てしまいましたが、参考までに返信致します。よろしくお願い致します。
これから利用してみたい。

(Ｔ町　製造業)

(Ｈ市　建設業)

(Ｍ市　製造業)
(Ｋ町　製造業)

(Ｕ市　製造業)

(Ｊ町　卸売･小売業)
(Ｓ市　卸売･小売業)

(Ｋ市　建設業)

(Ｈ市　飲食店･宿泊業)

(Ｉ市　建設業)

(Ｈ市　卸売･小売業)

(Ａ町　卸売･小売業)
(Ｈ市　製造業)

(Ｙ町　飲食店･宿泊業)

(Ｉ町　製造業)

(Ｓ町　飲食店・宿泊業)
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Ⅰ　貴社の概要等についてご記入ください。

※以下、設問中該当する□に□を、（複数回答可）項目以外は１つのみご記入下さい。

企 業 名

所 在 地

業　種※

資 本 金

従業員数

連 絡 先

〒　　　－
□１.建設業　　□２.製造業　□３.情報通信業　□４.運輸業　□５.卸売・小売業　
□６.不動産業　□７.飲食店・宿泊業　□８.サービス業　□９.その他

□個人事業□１千万円未満□１千万円以上～３千万円未満□３千万円以上～５千万円未満
□５千万円以上～１億円未満□１億円以上～３億円未満□３億円以上

□10人以下□11～30人 □31～50人 □51～100人 □101人～300人 □301人以上
電　話 Ｆ　Ａ　Ｘ
E-mail 御担当者名

回答は同封の返信用封筒をご利用頂くか、FAXにて〈029－227－2586〉へご返信お願いします。

※業種欄は自社の主要業務により１つのみ、ご記入ください。

Ⅱ　インターネット利用状況、利用目的等についてお尋ねします。

問１　貴社はインターネットを利用していますか。
□①利用している。 →問２、３、４、５、６、７へ
□②利用を予定している。 →問２０へ
□③利用していない。（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） →問２０へ
□④検討中。 →問２０へ　
□⑤利用はやめた。（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） →問２０へ

問２　インターネットを利用する上で、貴社が利用している主な通信回線は以下のどちらですか。
□①ダイヤルアップ回線（一般電話回線、ダイヤルアップISDNなど必要に応じてその都度接続　　

する通信回線）
□②常 時 接 続 回 線（ADSL、ケーブルインターネット、光フアイバーなどブロードバンド

回線他の、常時接続で利用可能な通信回線）

問３　１ヵ月当たり、１台平均の 問４　一日当たり、１台平均の
インターネットの利用日数はどの　　　　　　インターネットの利用時間はどの
くらいですか。（※パソコン利用日数　　　　　　くらいですか。（※パソコン利用時間
ではなくインターネット利用日数です） ではなくインターネット利用時間です）

□①１～５日　　　　　　　　　　　　　　　　　　□①１時間以下
□②６～１０日　　　　　　　　　　　　　　　　　□②１時間超～４時間以下
□③１１～１５日　　　　　　　　　　　　　　　　□③４時間超～７時間以下
□④１６～２０日　　　　　　　　　　　　　　　　□④７時間超～１０時間以下　　
□⑤２１～２５日　　　　　　　　　　　　　　　　□⑤１０時間超～１３時間以下
□⑥２６日超～　　　　　　　　　　　　　　　　　□⑥１３時間超～１６時間以下

□⑦１６時間超～１９時間以下
□⑧１９時間超～２２時間以下
□⑨２２時間超～

D

平成16年度「インターネット利用実態調査」調査票
Ⅰ　貴社の概要等についてご記入ください。

※以下、設問中該当する□に□を、（複数回答可）項目以外は１つのみご記入下さい。

3【調査票】
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問５－１　貴社はインターネット利用上、何らかのセキュリティー対策（問５－２ご参照）を実施
していますか。

□①セキュリティー対策を実施している。 →問５－２へ
□②セキュリティー対策は実施していない。→問６へ

問５－２　問５－１で「①セキュリティー対策を実施している」方は、どの様な対策を実施してい
ますか。（複数回答可）

□①ファイアウォール等の設置により、企業ネットワークへの不正アクセス防止に努めている。
□②コンピューターウイルス対策ソフト等の導入により、ウイルス感染防止に努めている。
□③パソコン等へのパスワードの設定により、プライバシー保護や情報漏洩防止に努めている。
□④その他（ ）

問６　貴社はインターネットを主にどのような目的で利用していますか。（複数回答可）
□①自社技術・製品・商品のＰＲ　　　　　　　　　　□⑤受発注業務（電子商取引※）
□②人材の募集　　　　　　　　　　　　　　　　　　□⑥経済、業界、海外情報等の入手
□③電子メールによる情報交換　　　　　　　　　　　□⑦その他（ ）
□④技術、製品情報の入手
※ここでの「電子商取引」は、電子市場参入から代金決済・取引終了に至る商取引フローの一部
または全部をインターネット上で行うことを指します。（インターネット上で「通信販売」を利
用する場合もこちらに含めます）

Ⅲ　ホームページ開設、効果等についてお尋ねします。

問７　貴社はホームページを開設していますか。また、開設した時期はいつですか。
□①開設している。（開設時期平成　　年から）→問８ー１、８ー２、９、１０、１１、１２、１３へ
□②開設に向け準備中である。 →問１１、１２、１３へ
□③開設していない。（理由：　　　　　　　　　　　　　　　 ） →問１１、１２、１３へ
□④開設はやめた。（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　） →問１１、１２、１３へ

問８－１　貴社ホームページのＵＲＬを教えてください。
（ＵＲＬ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問８－２　また、貴社ホームページのＵＲＬを本調査の報告書に掲載してもよろしいですか。
□①掲載可　　　　　□②掲載不可

問９　ホームページを開設してどのような効果がありましたか。（複数回答可）
□①新規取引先が増加し、売り上げが向上した。□⑦マーケティングの調査ができた。（顧客ニーズをつかめた）
□②遠隔地からの注文が増加した。 □⑧自社製品のＰＲができた。
□③優秀な人材が確保できた。 □⑨電子商取引（※問６と同一）を開始した。
□④広告、宣伝費の削減ができた。 □⑩特に効果はない。
□⑤企業イメージが向上した。 □⑪その他（ ）
□⑥照会、問い合わせが増加した。

問１０　現在考えられる自社ホームページの今後の活用方法、戦略的方向性はどのように考えてい
ますか。

（ ）
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Ⅳ　貴社の受発注におけるインターネット活用状況等をお尋ねします。

問１１　貴社の受注のためのインターネット活用状況を教えてください。（複数回答可）

□①自社作成のホームページで、常時受注を受け付けている。
□②インターネット上のショッピングモールに出店している。
□③受注のためにインターネット上の受発注ネットワークに登録している。
□④受注のためにインターネット上のオークションに参加したことがある。
□⑤受注のためのページはないが、製品や業務紹介をホームページ上でしている。
□⑥現在インターネットを活用した受注について準備計画中である。
□⑦インターネットを通じた受注への取り組みを行う予定はない。
□⑧受注業務はない。

問１２　貴社の発注（調達）のためのインターネット活用状況を教えてください。（複数回答可）

□①新たな発注（調達）先を探すため積極的にホームページを検索している。
□②特定の取引先にインターネットを通じて常時発注している。
□③発注（調達）のためにインターネット上の受発注ネットワークに登録している。
□④発注（調達）のためにインターネット上のオークションに参加したことがある。
□⑤現在インターネットを活用した発注（調達）について準備計画中である。
□⑥インターネットを通じた発注（調達）を行う予定はない。
□⑦発注（調達）業務はない。

Ⅴ 「中小企業ビジネス支援サイト『コラボレートいばらき』」についてお尋ねします。

問１３ 「中小企業ビジネス支援サイト 『コラボレートいばらき』」を見たことがありますか。
□①良く見ている。 →問１４、１５へ
□②見たことはあるが内容はよくわからない。 →問１５へ
□③見たことがない。 →問１５へ

問１４－１「中小企業ビジネス支援サイト『コラボレートいばらき』」をみてどのような効果があり
ましたか。（複数回答可）

□①「企業情報」において県内企業情報を確認でき、取引先の拡大等に役立った。
□②「受発注情報」において、県内の中小企業向けの発注案件や中小企業の受注申出案件を確認

でき、取引先の拡大等に役立った。
□③「新着情報」において、施策情報やセミナー・イベント情報等のビジネスに役立つ情報が取
得できた。

□④「各種支援情報（カテゴリー検索）」において、県内・外の中小企業支援機関が実施している
施策情報やセミナー・イベント情報等のビジネスに役立つ情報が取得できた。

□⑤「ビジネス交流広場（ビジネス掲示板）」において、ビジネスに役立つ情報が取得、又は自社
のビジネス情報が広報できた。

□⑥「メールマガジン『コラボレートニュース』」において、ビジネスに役立つ施策情報やセミ
ナー・イベント情報等が取得できた。

□⑦「ＩＴコーナー」において、ビジネスに役立つＩＴ情報が取得できた。
□⑧その他（ ）※中小企業ビジネス支援サイト「コラボレートいばらき」URL http://www.collaborate-ibaraki.jp/

問１４－２「中小企業ビジネス支援サイト『コラボレートいばらき』」を見て、具体的にビジネスに
役に立った点を教えてください。

（ ）

※受注には、貴社における、委託製造、商品・製品・資材・部材・原材料等の販売、サービス・
加工作業等の役務の提供及び、物件建設等を全て含みます。

※発注（調達）には、貴社における、商品・製品・資材・部材・原材料等の購入、サービス・加
工作業等の役務の提供及び、物件の製造発注、建設発注等を全て含みます。



45

Ⅵ 「（財）茨城県中小企業振興公社のホームページ」についてお尋ねします。

問１５ 「（財）茨城県中小企業振興公社のホームページ」を見たことがありますか。
□①良く見ている。 →問１６、１７、１８、１９、２０へ
□②見たことはあるが内容はよくわからない。 →問１７、１８、１９、２０へ
□③見たことがない。 →問１７、１８、１９、２０へ

問１６－１「（財）茨城県中小企業振興公社のホームページ」をみてどのような効果がありましたか。
（複数回答可）

□①「茨城県海外取引企業データベース」において貿易等海外事業展開のビジネスに役立つ情報
が取得できた。

□②「受発注情報」において、県内の中小企業向けの発注案件や中小企業の受注申出案件を確認
でき、取引先の拡大等に役立った。

□③「茨城県企業情報提供システム」において、受発注や新事業展開等のビジネスに役立つ情報
が取得できた。

□④「セミナー／相談会」において、セミナー・イベント情報等のビジネスに役立つ情報が取得
できた。

□⑤「メールマガジン『茨城県中小企業振興公社ニュース』」において、当公社が実施する支援施
策等ビジネスに役立つ情報が取得できた。

□⑥「中小企業情報誌　Ｗｉｎｇ２１いばらき」において、ビジネスに役立つ情報が取得できた。
□⑦「特許情報」において、ビジネスに役立つ特許情報が取得できた。
□⑧「茨城県中小企業支援ベンチャープラザ」において、ビジネスに役立つ情報が取得できた。
□⑨その他（ ）

問１６－２「（財）茨城県中小企業振興公社のホームページ」を見て、具体的にビジネスに役に立っ
た点を教えてください。

（ ）

Ⅶ　メールマガジン「コラボレートニュース」及び「茨城県中小企業振興公社ニュース」の配信希
望についてお尋ねします。

問１７　当公社では、県内外の公的支援機関が実施している各種支援施策等を掲載したメールマガ
ジン「コラボレートニュース」を発行しており、また、当公社が実施する支援施策等を掲
載したメーマガジン「茨城県中小企業振興公社ニュース」も発行しています。この両メー
ルマガジンの配信を希望しますか。

□①希望する。（※ⅠのE-mail欄が正確に記入されているかをご確認ください）□②希望しない。

Ⅷ 「茨城ブロードバンドネットワーク（ＩＢＢＮ）」についてお尋ねします。

問１８　当公社では、ひたちなかテクノセンタービル内に「茨城県ＩＴサポートセンター」を設置
し、「茨城ブロードバンドネットワーク（ＩＢＢＮ）」の産業利用促進を図っています。こ
の茨城県が構築した「茨城ブロードバンドネットワーク（ＩＢＢＮ）」を知っていますか。

□①良く知っている。 □②ある程度知っている。 □③全く知らない。

問１９ 「茨城ブロードバンドネットワーク（ＩＢＢＮ）」についての説明を希望しますか。
□①希望する。（※希望された方には、当方より説明をさせて頂きます） □②希望しない。

Ⅸ　その他　

問２０　その他ご意見、ご感想、ご要望等をご自由にご記入ください。

ありがとうございました。返信用の封筒をご利用頂くか、又はＦＡＸにて〈029－227－2586〉へ
返信下さいますようお願いします。また、他にご意見などございましたら、添付ください。

〔 〕
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第３章　県内中小企業のインターネット利用実態ヒアリング調査結果

Ⅰ 建設業　Ａ社（Ｍ市）

47

企業概要

ホームページ（HP）
の開設・運営状況

ホームページ（HP）
の開設効果

受発注における
インターネット
活用状況

インターネット活用
についての意見

行政等に対する要望

○事業概要　・水道施設主体の総合建設業
○資本金　　・15,000万円
○従業員数　・31人

○開設時期　・平成10年6月
○作成者　　・当初、情報処理会社に委託。その後自社で再構築。
○費用　　　・立ち上げ費用：情報処理会社への委託料60万円程度。

・ランニングコスト：光回線通信料、ホスティング料、メール
アカウントを含むプロバイダー料等月額合計2.5万円程度。

○特色　　　・企業ＰＲ、事業紹介が主な狙い。
・「組織構成」及び「財務内容」については、関係機関や出先の当
社役員がアクセス、活用する目的で、パスワードでセキュリティ
ーを確保しながらコーナーを設け、開示している。また、国の
「経営審査事項」についてコーナーを設けている。

○改善点　　・社内のＨＰメンテナンス担当者の交代等に対応する為、担当者
の業務習熟と汎用化を体制的に整備したい。

○更新頻度　・「組織構成」及び「財務内容」コーナーは定期的な内容変更の
都度更新している。

・新規取引を始める場合や役所が指名先調査をする場合など、ＨＰから企業情
報を収集するケースは増えている。当社ＨＰは、自社の強みや技術力を社外
にディスクローズするのに役立っている。特に関係機関への「組織構成」
「財務情報の開示」は自社の信用力を高めるのに有効である。

・自治体の電子入札に参加している。また、行政では、図面を電子媒体で作る
ケースが増えており、便利に成ってきた。
・電子納品の完成図書の作成委託業務や現場作業の遂行上、設計事務所と図面、
現場写真の受け渡しをメールを介して随時やり取りしており、メールは、便
利であると同時に、用途も増加・多様化傾向にあり、不可欠なツールに成り
つつある。

・公共施設の遠隔管理に携帯メールを活用している例があり、携帯ソフトや活
用方法の多様化、高度化が進んでいると思う。
・当社はこれまで、コンピュータウイルスの侵入に遭い、ハードディスク、デ
ータが相当破壊され、復旧に大変な労力と時間を要した経験がある。現在、
ＨＰ、メールのウイルスチェック・駆除はプロバイダー側で行い、社内ＰＣ、
サーバーは、ハード毎にウイルスチェック・駆除ソフトを入れている。財務、
労務等一部の管理部門のＰＣ、データはスタンド・アローンにてセキュリテ
ィーを図っている。また、ＰＣデータ、社内サーバーデータを外部サーバー
へバックアップする等、可能な範囲で社内データのバックアップ方法等を、
今後検討して行きたい。

・当社は各地に随時現場事務所を設置しているが、現場でもノートＰＣ、イン
ターネット、携帯電話は不可欠である。行政・民間いずれかは別として、通
信インフラ整備が必要で、その地域間格差を無くして行けると良いと思う。
・海外の事情を見ると、ブロードバンドが多くの場所で使える地域もある。次
第にユビキタスに近づく社会が望ましいのではなかろうか。
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Ⅱ 製造業　Ｂ社（Ｈ市）
企業概要

ホームページ（HP）
の開設・運営状況

ホームページ（HP）
の開設効果

受発注における
インターネット
活用状況

インターネット活用
についての意見

行政等に対する要望

○事業概要　・医療用機器・理化学機器・電子計測器等の開発・製造・販売
○資本金　　・4,000万円
○従業員数　・75人

○開設時期　・平成8年12月
○作成者　　・当初、地元情報処理会社に委託。その後、電子機器販売関連子

会社が作成。
○費用　　　・立ち上げ費用：地元情報処理会社への委託料等20～30万円。

・ランニングコスト：当社関連子会社へ当社PCメンテナンスと
HPメンテナンスの委託料月額合計10～15万円。光回線通信料、
プロバイダー料等月額合計約4千円程度。

○特色　　　・至近に所在する関連子会社にHPメンテナンスを任せており、
意思疎通が円滑なため、更新等のレスポンスが良く、メンテナ
ンスの自由度も高い。例えば、トップページの新製品や販売後
の各種製品メンテナンスについての「新着情報コーナー」は発
表と同時にアップされ、鮮度が高い。

○改善点　　・問い合せの多い事項等については、予算を睨みながら、説明ツ
ールとして動画の掲載を今後検討してみたい。

○更新頻度　・大規模リニューアルは、情報処理会社作成後に子会社が作成時
に１度実施。
・製品情報、販売後のメンテナンス情報、製品価格情報等リニュ
ーアル時は都度更新している。

・大学、大病院、試験機関等エンドユーザーから、HP上の問い合せ欄、電話、
FAX等で問い合せの多い「製品、製品メンテナンス、価格」情報（重複する
内容）は、HP上に都度掲載しており、顧客利便性の向上、社内省力化の観
点から問い合せ、回答の手間を省く努力をしている。
・その結果、これらの充実した情報を閲覧した上で問い合せしてくるエンドユ
ーザーとの成約比率が高まって来ている。

・取引先の運営するネットワークに加入している。先方のHPにPWでログイン
し、見積、納期、仕様、図面、売掛金明細等の確認が可能であり、非常に便
利である。尚、同ネットワークは、機能拡充に向け再構築中である。
・調達過多の部品をHP上に掲載し販売している。一定ロット未満での買い付
けが可能となること等から、成約となっており、過剰在庫品の消化に役立っ
ている。

・当社では、インターネットとグループウエア、小型PC等モバイル端末との組
み合わせにより、営業担当者が出張先から、日報の作成・報告やメールの閲
覧・作成、スケジュール管理等をリアルタイムで操作可能な環境（出先に居
ながらにして社内にいるのと同様の業務環境）を構築しており、営業管理の
効率化を図っている。
・経費節減効果も図れる為、IP電話の導入を検討中。

・当社は、当振興公社のエネルギー合理化専門員の派遣事業を活用し、社内の
節電に役立てた。今後も行政関連のサービスは、できるだけ活用したいと考
えている。
・当社のインターネット通信回線はアナログ→ISDN→AＤＳＬ→光（ＦＴＴＨ）
と進化し、利用料金も相対的に低廉化してきたが、安価、高速、高セキュリ
ティーの通信基盤を活用できる社会に成れば良いと思う。
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Ⅲ 製造業　Ｃ社（Ｙ町）
企業概要

ホームページ（HP）
の開設・運営状況

ホームページ（HP）
の開設効果

受発注における
インターネット
活用状況

インターネット活用
についての意見

行政等に対する要望

○事業概要　・車体修理、トラック・特殊車体の製造
○資本金　　・3,500万円
○従業員数　・60人

○開設時期　・平成12年4月
○作成者　　・当社社員が作成。
○費用　　　・立ち上げ費用：ホームページ作成ソフトは使わず社員が独自作

成したため、費用ゼロ。
・ランニングコスト：ADSL回線通信料とウイルスチェックサー
ビス、事務系社員分のメールアカウント、ホームページ・ホス
ティングサービス料を含め月額合計14千円程度。

○特色　　　・ＨＰの基本コンセプトは、会社、製品のPRであり、明確である
が、特に取引先等関係者とのフレンドリーな関係づくりを目指
している。
・HPの中では、日常生活のトピックスを随想風に伝える社員毎
の「日記」コーナーが随時更新され、また、仕入れ、販売先を
中心に「メールマガジン」を配信している。技術、製作、間接
各部門の社員が技術や業務の工夫点等を毎月紹介する「今月の
マイスター」コーナーも特色の一つである。

○改善点　　・車体修理、特殊車体製造の個別事例を写真付きで都度掲載して
いる「カテゴリー別サービス紹介」コーナーは、今後、より付
加価値の高いサービスカテゴリーの充実に力を入れて行きたい
い。

○更新頻度　・上記「カテゴリー別サービス紹介」「日記」「メールマガジン」
「今月のマイスター」各コーナーと合わせると、ほぼ毎日更新
している。

・当社HPは、カテゴリー別サービス事例や社員の個性を発信することにより、
既存ユーザーとのフレンドリーなインターフェイスに成りつつある。

・「カテゴリー別サービス紹介」コーナーは当社の技術力、商品（サービス）力、
提案力をアピールするセールスツールとも位置付けられ、営業セクションの
説明ツールの一つとして活用されている。間接的に企業価値を高め、営業に
寄与する効果は認められる。

・当社は、生産管理、販売管理システムを自社開発し運用しており、またグル
ープウエアも導入しているが、今後近隣に所在する関連会社とのグループウ
エアの共有やASPの活用を検討して行きたい。
・光通信回線やPHSが使えない地域の存在や価格の問題は、徐々に通信インフ
ラの地域間格差が是正され、価格も更に低下して行けば良いと思う。

・学校教育の場でインターネットを含むIT教育が浸透しつつあるが、教える側
の技能や体制の整備に努めて頂きたい。
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Ⅳ 製造業　Ｄ社（Ｔ市）
企業概要

ホームページ（HP）
の開設・運営状況

ホームページ（HP）
の開設効果

受発注における
インターネット
活用状況

インターネット活用
についての意見

行政等に対する要望

○事業概要　・和洋菓子の製造・販売
○資本金　　・1,000万円
○従業員数　・130人（パート、アルバイト含む）

○開設時期　・平成10年9月
○作成者　　・情報処理会社に委託。その後のメンテナンスは自社。
○費用　　　・立ち上げ費用：ドメイン取得料を含め情報処理会社への委託

料１５万円程度。
・ランニングコスト：ＩＳＤＮ都度接続回線通信料、プロバイ
ダー料、サーバーホスティング料等月額合計2万円程度。

○特色　　　・新商品案内や季節毎の商品リニュ－アルを中心に、新着情報や
お得情報、トピックス、パート・アルバイトの募集情報、或い
は店舗情報の提供の中で店長から顧客へ向けたメッセージ等を
発信している。また、製造、販売、研究開発、事務の各部門毎
にセクションの業務内容説明と社員の写真を掲載し企業、業務、
社員紹介をしている。

○改善点　　・顧客の声から、当社ＨＰは企業イメージの向上に寄与している
と、認識しているが、より効果的なＨＰとする為に、写真点数
を増やすなど、見やすくする工夫が必要かと思う。
・特に和菓子は、伝統行事との縁が深く、和菓子の紹介と同時に、
日本の伝統行事に関する、豆知識の解説や、各伝統行事と和菓
子との関係の紹介等、今後掲載を検討してみたい。

○更新頻度　・メンテナンスは、自社で実施しており、新商品の発表の都度写
真を中心に更新している。

・顧客の反応から、企業イメージの向上という点では、成果を上げていると思
う。特に、地域の顧客の視点に立った、新商品紹介や店舗・社員・業務紹介、
お得情報、パート・アルバイトのリクルート情報等、力を入れている分野が
寄与しているようである。

・「Ｂ to C」は以前はやっていたが、購入者との連絡や、社内体制への負荷等
により現在はホームページ上では実施していない。来店以外では、電話、Ｆ
ＡＸで注文を受けるケースが多い。
・ＤＭ等とのコスト対比から、携帯メールによる、販促展開を模索している。
例えば、新商品情報や割引クーポンの配信、携帯メール持参者へのプレゼン
ト等。

・社内連絡網については、メールグループを各自の携帯電話の中に作成してお
り、各店、各セクションのスタッフの連絡は、携帯メールで相互交換してい
る。
・通信回線、通信基盤の進展は著しく、一般回線、ＩＳＤＮ、ＡＤＳＬ、光と、
ここ数年、高速化、低廉化の進化は激しい。一方、利用者サイドで、インタ
ーネットを含めた社内ＩＴ化を考える時、必要性と費用対効果を勘案すると、
どの時点で、どの程度の規模で纏めればよいのかが、難しい。当社でも、総
合的にタイミングを計ってＩＰ電話を含めた企業内システムを統合化して行
こうと考えている。

・特にはない。
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Ⅴ 卸売・小売業　Ｅ社（Ｓ町）
企業概要

ホームページ（HP）

の開設・運営状況

ホームページ（HP）

の開設効果

受発注における

インターネット

活用状況

インターネット活用

についての意見

行政等に対する要望

○事業概要　・肥料・農薬販売

○資本金　　・300万円

○従業員数　・3人

○開設時期　・平成13年7月

○作成者　　・代表者が自主作成。

○費用　　　・立ち上げ費用：ソフトも購入しておらず、費用はプロバイダー

契約料程度。

・ランニングコスト：常時接続回線通信料、プロバイダー料等月

額合計５千円程度。

○特色　　　・「得意先農家」の特色有る農業を紹介するコーナーや規制が強

化された「農薬使用法の解説（や「作物別病害虫防除一覧表」

等）コーナー」、県の「県内の病害虫発生予察」へのリンク等

が特色。

○改善点　　・一からの手造りで思い入れが強いため、客観的に評価し難い面

はあるが、特にトップページなど整理が不十分で見難いと思う。

全般に見易くなるよう整理整頓して行きたい。

○更新頻度　・「作物別病害虫防除一覧表」等は毎日の様に更新している。

その他のコーナーは記事内容、写真等を更新している。

・もともと、「農家に一番近く、農家の身方という立場から、農薬・肥料・病

害虫・雑草等の情報提供をしたかった」ことが開設動機であり、ＨＰのコン

セプト。得意先農家、家庭菜園、ガーデニングなどを行なう個人が主な読者

と想定している。HPにより、問い合せがあったり、得意先とのコミュニケ

ーションが増えたりと、その様な面で特に役立っていると思う。また、最新

情報の提供を続けられる場として、中身の充実に注力して行きたい。

・特殊な化学肥料等について、当社ＨＰの一覧、電話での問い合せの後、近隣

市長村の方が買いにきてくれたことはあったが、この事例以外ではHPが直

接受注に結びついたことは、殆んどない。

・インターネットを通して、関係会社で経営しているコンビニ数店の日報、計

数が毎日自社ＰＣに入ってくる。合算や時系列比較等自動集計されるソフト

を使っており便利である。。

・特にはない。



52

Ⅵ 卸売・小売業　Ｆ社（Ｍ市）
企業概要

ホームページ（HP）
の開設・運営状況

ホームページ（HP）
の開設効果

受発注における
インターネット
活用状況

インターネット活用
についての意見

行政等に対する要望

○事業概要　・酒類小売販売業（ワイン、日本酒、ビール等）
○資本金　　・500万円
○従業員数　・３人

○開設時期　・平成10年7月
○作成者　　・酒販関連メーカー系列の情報処理会社に委託。
○費用　　　・立ち上げ費用：ドメイン取得料を含め情報処理会社への委託料

10万円程度。
・ランニングコスト：ＡＤＳＬ回線通信料、プロバイダー料等月
額合計５千円程度。

○特色　　　・「ワインストア」「ワインレッスン」「ワイン情報」「イベント情
報」等、ワインに関しては充実したＨＰとなっている。
・特に「ワインストア」は、ドイツワインを中心に、約200アイ
テムのワインの特徴、価格等を掲載している。

○改善点　　・商品アイテム数が非常に多く、目的をもって見ても見難いケー
スがあり、メンテナンス負担も大きい。
・写真や解説を付した現状のアイテム表示に加え、銘柄、価格程
度のみに限定、簡略化した一覧表表示も併載し、利便性に資す
ることも検討している。

○更新頻度　・「ワインストア」の銘柄入れ替えや、「イベント」コーナーの、
コンテスト、ワイナリー見学会、レッスン等のワイン関連催事
開催の都度掲載内容を更新している。

・ＨＰは企業ＰＲと商品紹介、ワインについての専門知識の情報発信が主な役
割。
・品揃えの中には、独自の仕入れルートによる希少な銘柄や、同業者との関係
から掲載アイテムに制約が生じるケースが有り、その様な銘柄やカテゴリー
はＨＰ上では扱いが難しい。実店舗扱いの限定販売品のＰＲ手法を模索中。

・以前は、ＨＰ上でワインの注文（受注）を受けていたが、カートのランニン
グコストや注文の管理負担対比での注文数等、パフォーマンスが期待値を下
回って来た為、現在では、ＨＰ上での受注は受けていない。問い合せはＨＰ
上や電話、ＦＡＸで日常的に応じているが、受注は電話、ＦＡＸが殆んどで
ある。
・酒類の注文（発注）は、メーカーや問屋のＨＰにアクセスし、パスワードで
ログイン後、数量等を入力し、ＷＥＢ上で発注する取引先も多い。

・注文書やワインのインデックス等のデータをメールで送れるのは、非常に便
利である。販促方法としてＤＭと共に、携帯やＰＣへのメール配信を実施し
ており、メールによる販促は、コスト軽減効果や成果はまずまずである。
・コスト削減も企図しながら、ＩＰ電話の導入を検討している。

・特にはない。
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Ⅶ 不動産業　Ｇ社（Ｏ町）
企業概要

ホームページ（HP）
の開設・運営状況

ホームページ（HP）
の開設効果

受発注における
インターネット
活用状況

インターネット活用
についての意見

行政等に対する要望

○事業概要　・不動産の売買・仲介・賃貸事業、宅地造成・管理事業
○資本金　　・1,000万円
○従業員数　・10人

○開設時期　・平成10年8月
○作成者　　・当社専務が、支援団体の活動の経験を生かして作成。
○費用　　　・立ち上げ費用：ホームページ作成ソフト料、ドメイン取得料、

メールアカウント料、ホスティング契約料等合計6万円程。
・ランニングコスト：ＡＤＳＬ回線通信料、ホスティング料を含
むプロバイダー料等月額合計9.5万円程度。

○特色　　　・当社のミニ開発物件や賃貸物件等、専務自身が物件情報を都度
更新、公開している。また、全宅連等全国組織にも加盟、ＨＰ
リンクしているが、その物件メンテナンスは、ＡＳＰ的に、自
社ＨＰとは別に都度行なっており、物件情報の充実に努めてい
る。
・ユーザーの物件に対する理解をサポートするために、出来る限
り物件の写真を大きく掲載している。

○改善点　　・自社ＨＰ以外に関係会社２社のＨＰ運営も同時に手掛けている
ため、メンテナンス中心に運営負担が増しており、３つのＨＰ
運営担当者として、社員の採用を検討している。
・ＨＰ上欲しい物件に早く辿り着けるよう、物件の絞込み目的の
検索手法向上の検討をしている。

○更新頻度　・物件情報の内容変更の都度更新している。

・販促物件を選定し毎月実施する営業上のキャンペーンを、ＨＰ上にも反映さ
せる等、事業とＨＰ運営を可能な限りリンクさせ、ＨＰを活用している。
・当社の肥料販売子会社のＨＰ上では、有機野菜の育成過程や家庭菜園の作り
方等を詳細に掲載しており、直接の販売以外の趣味の領域近辺まで情報提供
しており、顧客の評判は上々である。
・建売物件でも建築プロセスが判る様、ＨＰ上で竣工までのプロセスを写真付
きで解説しており、ＨＰは、物件の品質や安全性等の顧客理解を深める為の
サポート・ツールとしての役割を果たしている。

・当社来店客の半数は、電話やインターネット等で予め物件情報や物件の絞込
みを行なってから来店している。当社へも電話やＨＰ上の問い合せ欄等から
の問い合せは多い。

・当社社員も出先でボリューム出しを行なうなど、クイックな営業にモバイル
端末を使っている。
・海外の事情を見ると、いつでもどこでもだれでもインターネットが使える社
会環境整備が進んでいるようである。我々の生活圏でもホットスポットやユ
ビキタス的な環境が、自分の空間以外でも、民間・行政等の空間で増えれば
便利になり、仕事、生活面等でも豊かな社会へ向かうのではなかろうか。

・百里飛行場の民間共用は実現に向かっているが、インフラ整備やまちづくり
等で商業・業務集積や賑わいが生まれることを期待している。
・仕事で県北地域へ重たいデータをメールするが、通信回線が遅い事もあり受
信に時間がかかることが多い。通信インフラの点で、地域間格差も感じる。
格差の少ない社会になればと思う。
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Ⅷ 飲食店・宿泊業　Ｈ社（Ｄ町）
企業概要

ホームページ（HP）
の開設・運営状況

ホームページ（HP）
の開設効果

受発注における
インターネット
活用状況

インターネット活用
についての意見

行政等に対する要望

○事業概要　・温泉旅館
○資本金　　・6,000万円
○従業員数　・100人

○開設時期　・平成12年9月
○作成者　　・当初、県外情報処理会社に委託。その２年後に建物の改装に合

わせて自社でリニューアル。
○費用　　　・立ち上げ費用：情報処理会社への委託料40万円程度。

・ランニングコスト：ADSL回線通信料、地元プロバイダー業者
への、メール・ホスティングサービス料等月額合計7.5千円程
度。

○特色　　　・宿泊プランや施設、季節のイベント紹介コーナーでは、電話に
よる対話のニュアンスにより近付ける様、親切で、木目細かな
説明を心掛けている。また、「季節のイベント紹介」コーナーで
は、新聞折込用に作成した広告を貼り付け、ビジュアル化を図
り、見易さ、解りやすさに配意している。

○改善点　　・HPの大規模リニュ－アルの必要性は感じているが、予算の制約
から実施は難しい。

○更新頻度　・開設２年目に大規模リニューアルを実施。
・「季節のイベント（宿泊割引サービス）紹介」コーナーは都度
更新している。

・「季節のイベント（宿泊割引サービス）紹介」コーナーでは、当社の季節イ
ベントやそれに合わせた宿泊割引サービス情報を発信しており、当観光地を
訪れる当社のリピーターからは、当（お特）情報の更新を心待ちにしている、
という声が聞かれ、従業員の励みになっている。

・当社は自社HPで宿泊予約システムを運営する他、ASP形態で運営する、大
手旅行代理店系列を初めとする複数の宿泊予約サイトへ加盟している。
・宿泊予約管理は、自社を含めたこれら複数サイトの予約と電話等による予約
を手続きにミスが生じない様、担当者を置いて随時チェック、管理している。
・また、インターネット予約の比率が高まっており、集客に寄与している。

・インターネット予約客の通信場所を見ていると、以前は会社のPCからの発信
が多かったが、近年は自宅のPC等からの予約の比率が増加しており、多面的
な見方があろうが、家庭へのPCやインターネットの普及が感じられる。また、
団体旅行よりもプライベートでの旅行の比率が増加する中、個人客の取り込
みや、そのリピート率の向上を対面サービス、HP等多面的に指向している。

・インターネットの高速通信環境は、山間部等でも格差なく使えるようになる
と良いと思う。
・質や効果、必要性の高い住民サービスを提供頂きたい。また“人に優しい行
政サービス”も引き続き標榜願いたい。
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Ⅸ 飲食店・宿泊業　Ｉ社（Ｔ市）
企業概要

ホームページ（HP）
の開設・運営状況

ホームページ（HP）
の開設効果

発注における
インターネット
活用状況

インターネット活用
についての意見

行政等に対する要望

○事業概要　・食品加工品・乳製品の製造販売、レストラン事業
○資本金　　・300万円
○従業員数　・24人

○開設時期　・平成13年8月
○作成者　　・当初、県外の情報処理会社に委託。その後自社で大規模修繕。
○費用　　　・立ち上げ費用：ＨＰ作成委託料、ＰＣ・周辺機器同時購入費用

等情報処理会社へ合計150万円。
・ランニングコスト：光回線通信料、プロバイダー料、ウエブサ
ーバーのホスティングサービス料等月額合計３万円程度。

○特色　　　・大規模修繕により、BtoCの「オンラインショップ」では決済
手段を多様化させ、「商品紹介」は掲載商品点数に幅と深みを
持たせ、発送先はギフト用途に対応させ複数設定を可能にした。
以上により顧客は利便性が向上し、選択の幅が広がったと思う。

○改善点　　・HP開設後の大規模リニューアル、その後のメンテナンス途上
にあるが、未だ満足できるものではない。可能であればインタ
ーネットショップを中心に据えた、“売れるサイト”に再構築
したい。

○更新頻度　・「新着情報」コーナーでは、地元の主婦等が参加する「手造り
ハム体験教室」や当社の「工場見学」、季節のギフトセット他、
新商品、販売チャネルのデパートでの催事、或いは自社レスト
ランでのイベント等各種案内の更新。またその他のコーナーで
も、商品説明の更新、商品在庫情報の更新など都度更新項目多
数。

・実店舗への来店客には仔細に聞く訳にはいかないが、「インターネットショ
ップ」「レストラン予約」の問い合わせ欄、意見欄等HP上から読み取れる情
報や来店客の声から察するに、HP上で買い物をした顧客が観光がてら実店
舗に立ち寄り買い物をしてくれたり、逆に観光バスで実店舗を訪れ食事や買
い物をしてくれた顧客がHPを利用してギフトや家族用の「ネットショッピ
ング」をしてくれるケースは増えている様に感じられる。ネットと実店舗間
の相互誘客・購買等の相乗効果が認められる。

・自社HP以外に大手ショッピングモール内に出店している。売上はまずまず
であり、増加傾向にある。ショッピングモールへの出店の狙いは主に、モー
ルへのアクセス者の回遊性に期待するものであるが、二次的には、知名度の
向上（或いは検索エンジンに対するプラス効果）やモール内ショップで買い
物をしてくれた顧客の実店舗への来店等の効果も期待している。

・企業や商品、サービスを伝達する媒体は、インターネットを初め、新聞、雑
誌、テレビ、（折り込み）広告、電話、ＦＡＸ等多様であるが、金を掛けな
いと売れない時代だと思っている。当社も可能な限り、様々なメディアを使
っているが、インターネット上で言えば、懸賞サイトへの参加も効果的であ
る。商品原価＋発送料＋α程度の経費で企業・商品宣伝を行える面と、ギフ
トやグルメ情報の提案を通して利用者サイドの潜在需要の覚醒に寄与する側
面も有する。

・ネットショップの全国規模の業界団体に加盟している。業界では、ネット専
業商店の成功に伴い、実店舗を開いた企業もある。会合を持ったり、成功し
ているネットショップの店主と情報交換をしたりでき、人脈も広がる。行政
もネットショップを持つ企業向けの講座を更に充実してはどうか。
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Ⅹ サービス業　Ｊ社（Ｍ市）
企業概要

ホームページ（HP）

の開設・運営状況

ホームページ（HP）

の開設効果

受発注における

インターネット

活用状況

インターネット活用

についての意見

行政等に対する要望

○事業概要　・産業廃棄物リサイクル、廃ガラスリサイクル

○資本金　　・1,050万円

○従業員数　・20人（内パート・アルバイト５人）

○開設時期　・平成12年4月

○作成者　　・情報処理会社に委託。

○費用　　　・立ち上げ費用：ドメイン取得料を含め情報処理会社への委託料

約30万円。

・ランニングコスト：常時接続回線通信料、プロバイダー料、サ

ーバーホスティング料等月額合計１万円程度。

○特色　　　・事業全体が反映されているわけではないが、基本的には企業紹

介が眼目である。

・特に、開設当時の新規事業に力点を置いている。

○改善点　　・開設当時、事業方針に新分野の開拓があり、ＨＰは新分野に傾

斜した構成であった。既に状況は変化しており、今後は、ＨＰ

の構成、内容を、中核事業を中心としたドメイン全般にリンク

させる様、大規模な修繕を検討して行きたい。

○更新頻度　・現状、更新は殆んど行なっていない。

・今後は、社員が簡単に更新が可能なＨＰへ整備して行きたい。

・当社ＨＰは、企業ＰＲ、ステータス向上を主眼としており、現状ではまずま

ずの成果かと思うが、目的や性格からリピートするアクセス者は稀だと思う。

・今後は、ドメイン全般を反映させ、使い勝手の良いＨＰにリニューアルする

ことも検討して行きたい。

・辞書や電車の時刻表代わりにインターネットの検索サイトや各ホームページ

を活用したり、或いは、出張時の飛行機や宿泊先の予約、その代金決済にも

インターネットを利用している。

・当社では、顧客や設計会社との情報やデータのやり取りにメールを多用して

いる。見積書や各種エクセルファイル、写真などの伝送を関係者間でメール

で行なっており、非常に便利である。特に、携帯メールを活用した現場写真

は情報伝達手段としては効果的である。

・有料情報を含め、企業情報の収集にインターネットを、日常的に活用してい

る。

・業界団体宛の企業毎の業務報告は、毎月インターネット上で報告しているが、

郵便等紙ベースより簡便である。

・廃棄物処理用の電子マニフェストは使い難い部分があり、使い勝手を良くし

て欲しい。



第４章　インターネットの現状と将来展望　　■
及び中小企業への提案
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第４章　インターネットの現状と将来展望及び中小企業への提案

有限会社　ＡＳＫＡ
代表取締役　福島　正午

（（財）茨城県中小企業振興公社　テクノエキスパート派遣事業／ＩＴ派遣専門員）

１、ダイヤルアップから常時接続へ

今回のインターネット利用実態調査報告書の集計結果を見てみると、ほとんどの項目において

3年間横ばいの状況が見て取れる。若干の変化が見られる項目もいくつかあるが、その変化率と

調査数のバランスからみても、若干の変化に関しては実際の推移を示すものというより、回答し

た会社が変わった事に起因するばらつきと見る方が無難である。

では、なぜ横ばいなのか。その理由を考察してみると、企業がインターネット利用に関しての

導入期から、それを実際に使っていく・使いやすいものにしていくという第二ステップ、言うな

れば転換期に移行しているという事が想像できる。

・ただメールが使える環境になっている、一応一週間に一回位はメールチェックしている、とい　

う状況から、実際に社内的、対外的連絡手段としてメールを使い始めた。

・ホームページは持っている、公開している、という状況から、公開しているだけでなく実際に

ホームページを使って、求人なり受発注なり企業イメージアップといった何らかの効果を出そ

うという段階に来ている。

・プリンターやインターネットの共有の為に取りあえずつないだLANから本当に使いやすい形に

再整備している。

つまり、インターネットに関するIT機器や環境は既に導入されていて、次にそれをどう活用し

ていける形にしようか考えている為に、数値的には横ばいなのでは無いかと考える訳である。

我々が企業のIT化支援という業務を通じても、実際に、この様な変化が確実に中小企業に訪れて

いる事が感じられているし、他の統計に目を通してみても、ことインターネットの利用に関して

は今までの伸び率に比べここ数年の伸び率が鈍化している傾向が多くの統計から見て取れる。

（例：図１）

今回の調査のデータのほとんどが3年間横ばいの状況の中にあって、明らかな変化がみられる

のが「主な通信回線の接続状況」の項目であって、ダイヤルアップ回線の減少、常時接続の増加

共に顕著であると言える。その上段に位置する「インターネットの利用状況」での「利用してい

る」割合がわずかな伸びに留まっている事を見れば、この結果はダイヤルアップ回線から常時接

続への移行である事は簡単に想像できる。これは、今回の調査だけでなく、全国的なデータとし

て明らかである。

次章以降ではこれら現状を踏まえた上で企業に関わるIT、その中でも特にインターネットに関

するものの今後の展望や課題について考察していきたいと思う。



２、インターネット環境の充実に伴う将来展望

インターネット環境が充実し、常時接続、そしてブロードバンドへの移行による回線の高速化

により、様々な機器がインターネット接続される事が想像される。又、従来は通信費、所要時間

の問題で実現し得なかったものが実際に利用され始まってくる事が予想される。

家庭では、パソコン、OA機器、電子機器だけに飽き足らず白家電をはじめとする一般家電ま

でもがインターネット接続されるだろう。随分前から公衆回線を経由して予約のできるビデオな

どは実用化されていたが、インターネットが一般化すれば、直接電話をかけて操作する必要性は

無くなるし、会社のパソコンからインターネットに接続して番組表を取得して予約する事は難し

い技術ではない。

外出先から今どんなものが入っているかチェックできる冷蔵庫などは、当面は中にあるものを

登録しなければいけないだろうが、今後食品のパッケージにチップが埋め込まれその中に商品情

報が入るようになれば、買ってきた物を冷蔵庫に入れるだけで登録が完了する様になる。その情

報を元に次の買い物の時に何が足りないのか、又どれの賞味期限が近いのかが簡単に分かる時代

も来るかも知れない。

又、有線のインターネットと並行して、携帯電話などを利用したデータ通信もこれからのイン

ターネット社会の一翼を担っていく事は間違い無い。現在でも、携帯電話機能が付いていてお湯

の出し方を遠隔地のお年寄りの生存確認などに利用できる電気ポットなどが存在し、先日の中越

地震で電話回線が寸断された時もその機能が家族の無事を伝えたという話もある様だし、万歩計

を内蔵した携帯電話を自分の父親に持たせて、その携帯が毎日自分宛に自動送信してくる歩数を

書いたメールで父親の様子を察している友人も居る。

GPSを内蔵した携帯電話などはそれ自身で位置情報を送信する機能があるし、当初は自動車
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図１：従業者規模別事業所のインターネット利用率（平成8～14年）

資料：総務省情報通信政策局「通信利用動向調査報告書　事業所編」



やバイクの盗難などへの用途が期待されていた警備会社の小型端末も、痴呆症の老人が徘徊した

時の位置確認や、子供が誘拐された時に所在を確認出来る様にランドセルに埋め込んだりして、

多方面で活躍している。

オフィスや会社では、インターネットを活用する事によって、ソフトウェアの購入方法や使い

方まで変わってくる。これは後述するライセンス販売やダウンロード販売、ASP（※１）の利用

などである。

営業車にもGPSや携帯端末が装備される事により、顧客のトラブルや要求に対してその時々

最寄の車を急行させる事が可能である。これらはタクシーやパトカー、救急車などでは数年前か

ら実用化され、徐々に一般の企業にまで浸透してきている技術であるが、その後カーナビや渋滞

情報とも連携され、より細かい指示が可能になっている。

企業は、これら様々なアイテムやツールの中から自社にとってより効果的なものを導入し、自

社の効率を上げていく、又無駄なものを減らしていく事ができるのかが鍵になってくると思われ

る。又、前述の様に一般ユーザーの生活動向も大きな変化に向かっていくのは明らかであるので、

それに追従して取り残されない様にし、更にはより大きなビジネスチャンスにつなげる事も大事

かと思う。

３、インターネットとのシームレスな関係

インターネットの常時接続化に伴って、社内に無い情報は外から取ってくれば良い、無い物は

外から探せば良いという流れが出来て来た。ユーザーが意識しない間にパソコンは内蔵の時計を

常に正確に保ち、必要なジャンルのニュースを逐次インターネットから自動的に収集してくれる。

自分の中で動いているOSの更新情報でさえ自動更新である。

音楽ですら、CD店に買いに行かずにインターネット上で試聴し、気に入ればそのまま購入で

きる。普段持ち歩いて聞くときももちろんデジタルデータを直接再生する。ある音楽会社は自社

の音楽CDをパソコンに取り込まれて不正コピーをされるのを防ぐ為に数年前からCDにコピープ

ロテクトをかけ始めたが、上記インターネット配信の時流にのれなくなってしまうという事で、

今度は逆にプロテクトの廃止の検討が始まっている。（一部では既に実施）

為替や株の分野では、相場をリアルタイムでチェックして画面に表示しておく事も可能だし、

そのまま売買もできる。事務所の備品や文具の数もパソコン管理していて、不足した時点でイン

ターネット発注している企業も少なくない筈だ。

これらが何を意味するかというと、既存流通ルートの破壊である。インターネット上に安い商

品があり、文具などは翌日には届く体制が確立されているのに、店に行くメリットが確保されて

いない限り近い将来の来店客の激減は明らかである。今までは品揃えの豊富さ、価格の安さなど

で小売店の存在を脅かしてきた大型店であるが、インターネットというメガショッピングモール

の出現は人事とは言えない筈だ。

まずは、ソフトウェアや画像など、形の無い商品は一番に影響を受ける。手に取る、触る、雰

囲気を感じる。その様な感覚に訴える部分では既存店舗の存在価値は残されているだろう。ただ、
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画像～音～動画とインターネットでの表現力も格段に向上しているのも事実である（もちろん、

食べる行為や人と人が会って、触れて行う治療や施術などは最後まで残るであろうが）。

今欲しい、すぐ欲しいといった本当の意味での即時性もインターネットではかなわない。これ

も、物流業界の努力により朝頼んで夕方来るというのは一部実現されているのだが。

それらも踏まえて、企業は今後の生き残りを考える必要に迫られている。インターネットは全

国、全世界をシームレスにするのであるから、又同じエリアの同業他社だけでなく全世界にライ

バルは出現する。逆手に取れば、ビジネスチャンスも膨大という事になるのだから、のんびり手

をこまねいている暇は無い筈である。

では、商材やビジネスの対象という視点ではなく、自社の業務に対してインターネットはどう

いう価値があるのだろう。

在庫管理ソフトと電子受発注が一体になれば、まさしく自社在庫と問屋在庫のシームレスな連

携であるし、他にも遠隔地の工場や無人の施設に監視カメラを設置し、インターネットを通じて

画像を確認したり、画像処理によって侵入者の警告を受け取ったりできるのも、本社敷地内と遠

隔地の一元管理という意味で価値のあるものと言えよう。

「秘匿性を保つ」という意味では、データ送信では今まで専用線やIP-VPN（※２）という月

額通信費が数百万円とか数十万円になる高価なものしか選択肢が無かったが、IP-VPN自体も必

要速度によってはかなり値段が下がって来たし、インターネットを利用したインターネット

VPNというものも一般化して来たので、複数拠点間での会計データの共有や図面データの送受

信などについても社内便やFAXに頼らずに、安心して社内LANの様に利用できるシームレスな

環境が現実的なものとなって来ている。併せて、通話料が無料のIP電話（※４）を導入すれば、

音声通話ですら内線の感覚で拠点間の電話の利用が可能となる。

※１：ASP（エーエスピー/Application Service Provider：アプリケーションソフトウェアを保有し、インターネッ　

トなどを通じて複数の相手に対してこれを利用させる事。又はその様なサービスを提供する事業者）

※２：IP-VPN（アイピーブイピーエヌ：通信事業者の保有するIP網を経由して構築されるVPN（※３）のこと。本来

インターネットとの接続有無には関わらないが、通常は通信事業者が独自に構築した閉域IP網を介して構築された

ものをIP-VPNと呼ぶ）

※３：VPN（ブイピーエヌ/Virtual Private Network：仮想私設通信網。公衆回線をあたかも専用回線であるかの様

に利用するサービスで、実際に専用回線を導入するより低いコストで同様の効果が得られる）

※４：IP電話（アイピー電話：IP網を利用した電話の事。VPNの一部帯域を使えば拠点間で内線が実現できる。近年

のIP電話の普及により、専用線やVPNを持たなくても通話をする両者が同じ業者のIP電話を利用していれば無料通

話も可能となった）

４、パソコンソフトとASP

パソコンは単なる箱、ツールであるので、様々なソフトをインストールして利用している。今

までのソフトウェアは、パッケージを購入し、次のバージョンが出たら又購入するという手順を

踏んでいたのだが、その為にはパッケージを作る為の手間も費用もかかるし、当然物流コストが

かかる。
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実はこれらを回避する為にライセンス販売やダウンロード販売という制度が考え出されて久し

いのだが、今までは回線速度の問題などから、多くのパソコンを持ち高速回線を常備した一部企

業にしかその利用は広まっていなかった。このライセンス販売という方法は、ユーザーがソフト

の最新版をインターネットからダウンロードし、料金を支払う事によって与えられるライセンス

キーを入力する事でそのソフトを使えるようにするというものなのだが、ダイヤルアップの、ま

して従量課金の、遅い回線ではメリットが出づらかったのである。それらも常時接続の高速回線

が普及する事によって、店に行くよりも手間が要らず、楽に、しかも安く買えるメリットが前面

に押し出され、大企業から中小企業、そして一般家庭へと確実にその需要を増していくであろう。

それだけでは無い。次のステップとしてメーカーサイドのサーバー上にあるソフトウェアを

ASPいう仕組みで利用し、利用料を支払う時代が目の前に迫っている。実はホームページの世界

では、飛行機の空席チェックから予約、旅館の空室情報など、既に同じ様な仕組みを随分前から

当たり前の様に使っているのだが、こと企業内のアプリケーションソフトウェアとしては余り利

用されていなかった。

利用されない理由としては全てのデータが自社内に有り、情報が自社内で動いている訳では無

い事によるセキュリティー面の問題や、メーカーが廃業した場合やメーカー側サーバーのトラブ

ルによりソフト利用ができなくなった場合の基幹事業への影響など、ネガティブな要素があった

せいもあるのだが、逆に言えばそれらに対する配慮をしてあげさえすれば、ERP（※５）ソフト

やグループウェア（※６）など、中小企業ではちょっとためらう規模のソフトでも比較的容易に

導入できる事は現時点であっても十分検討に値すると考えられる。

特にASPを利用するメリットは、サーバー側で常に更新される最新版のソフトを利用できる点、

ソフトウェアが稼動しているサーバーコンピューターの運用はメーカーサイドに依存できる為サ

ーバー管理者の居ない企業でもある程度安心して利用できる点などがある。特に、ERPソフトな

どの複数拠点での利用やグループウェアへの外部からのアクセスなど外部との連携の良さはASP

ならではと言える。

現時点では、リアルタイムレスポンス性などの問題からASPは一部のジャンルのソフトウェア

でしか利用されていないが、今後ネットワーク回線とサーバーの速度、メモリー容量などの問題

がクリアされれば、色々な分野への応用が期待できる。現実に、表計算ソフトやワープロのASP

も一部実用化されてきているし、例えば、親会社の指定するメーカーの最新版のCADを常に導

入する為に数百万から高いものでは千五百万位の投資が常に必要な業種も存在するのだが、大事

なデータは自社内に置き、CADだけは常に最新版があるASP業者のサーバー上の物を利用する

という使い方も夢ではないのである。

※５：ERP（イーアールピー/Enterprise Resource Planning：人、金、物、情報といった経営資源を有効に活用し

ていく事。一般的には会計、人事、給与、生産、販売などの基幹業務の情報を一元管理し、企業全体の業務の効率　

化を図る事）

※６：グループウェア（企業内LANなどを活用して情報共有を図り、グループによる協調作業を支援するソフトウェ

アの事。電子メールや電子会議室のほか、スケジューラ、ToDoリスト、行き先表示、文書共有、ワークフロー、

会議室の予約などから必要な機能をピックアップして導入する）
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５、セキュリティーとバックアップ

常時接続環境が当たり前の状態になると、常に外部の新鮮な情報に接していられる反面、今度

は不正アクセスやウイルスからの攻撃にもさらされるという二面性も持っている。特にメールを

使っての日常的な業務連絡が増えてきたり自社ホームページ上でメールアドレスを公開したりす

る様になると、極端にウイルス付メールの数が増えてくるので、ウイルスに対する対策は必須で

ある。規模の大きい企業になると、インターネットと自社の社内LANとの間にファイヤーウォー

ルと呼ばれるネットワーク上の防火壁を設置し、メールサーバー上でのウイルスチェックと、各

クライアントパソコン上でのウイルスチェックを併用したりして、複合型の対策をしている事が

多い。それだけのまとまった投資を行えない中小企業でもせめてクライアント型のウイルス対策

ソフトのインストールは必須であると言えよう。

又、ウイルス対策だけでなく、自分が送り出したデータや自分宛に送られて来たデータを盗み

見されたり、改ざんされたりしない様に留意する事も大事である。過敏になって過度の対策をし、

利便性を損なうのも本末転倒だが、暗号化をしたり、会計など大事なデータを本支店間で頻繁に

やり取りする場合などVPNや専用線を使うなど、状況に応じた対応は必要である。インターネ

ットは誰がどんなデータを流しても良い事を特徴として来たネットワークであるので、秘匿性を

高める為には相応の知識と対策が必要となるのである。（図２参照）

セキュリティーでもう一つ気をつけていただきたい点として、人為的な行為に対する対策があ

る。ウイルスや、外部からの進入によるインターネットを通じてのデータの破壊や持ち出しなど

外部からの電子的な行為だけでなく、例えば、外部からの来客が不用意にパソコンに触れる事を

防ぐ事によるデータの持ち出しの防止や、社員ごとにアクセス権を変える事による社員からの不

正なデータの流出防止、不用意にデータを書き換えてしまったり、システムを破壊されたりする

人為的要因に対するセキュリティー、業務に利用する以外のソフトのインストールを禁止する事

によるウイルス感染の防止、コンピューターの安定度の確保などがそれである。
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そして、これらセキュリティー対策を万全なものとするだけでなく、データの喪失や不慮の停

電によるデータの破壊を防いだり基幹業務を停止させずに続ける意味での無停電電源の設置、ハ

ードディスクの故障によりデータが読めなくなる事を防いだり、故障時にも業務に支障が無い様

にする為のデータの多重化や自動バックアップなどを行っている中小企業も少なくない事を是非

認識して頂き、「後悔先に立たず」で後で困るよりも「転ばぬ先の杖」であらかじめ対策を立て

られる事をお勧めする。

話題がインターネットに関するものから若干それてしまったが・・・今やコンピューターはな

くてはならないものになったからこそ、毎日使っているからこそ、使えなくなる事の不便さと、

無くなってしまってから分かるデータの大事さを考えてセキュリティー対策をしておいて頂きた

い。

６、最後に

ここまでお付き合い頂いた方には、随分まとまりの無い文章だと思われた事と思うが、インタ

ーネットにはそれだけ膨大な可能性と選択肢があるんだ、という事をまずは感じ取って頂きたい。

今回は、できるだけ大きな分類で区切り、それぞれの分類の中で、社会という外部での話と、社

内に目を向けた話を切り分けて書いてきたつもりではある。前者はビジネスの対象であり、営業

方針を決めていく上で何かの役に立てていただければ幸いだし、後者はもっと直接的な意味で活

用して頂ける事と思う。

又、パソコンとインターネットの急速な普及によって利用者の意識が追従できていない点とし

て、セキュリティーとバックアップは非常に重要だと考えるので是非早い段階で対応される事を

切に願うものである。

ドッグイヤーという言葉に例えられる様に、インターネットの世界は日進月歩ならぬ分進秒歩

だと言われている。この原稿の内容も数年後には既に過去の事になっているかもしれないし、そ

の時私は今とはまったく違う事を話しているかも知れない。インターネット自身が象徴している

様に、世の中はまさしく情報社会である。その時々の情報に耳を傾け、どの情報が正しいかを見

極める目を持って頂く事が一番大切な事だとお伝えして、この原稿の結びとしたい。
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番号
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41

企　　　　業　　　　名
株式会社アイテックジャパン
ア キ ラ 総 業 株 式 会 社
あ さ 川 製 菓 株 式 会 社
有限会社アスコットコーポレーション
株 式 会 社 ア ト ッ ク
株 式 会 社 ア ミ 企 画 設 計
株 式 会 社 荒 友 製 作 所
有限会社アルフォニック電子
株 式 会 社 イ イ ダ 微 研
株 式 会 社 イ ガ デ ン
有 限 会 社 イ ク イ 建 築
株 式 会 社 泉 製 作 所
伊勢又米穀製粉株式会社
稲本マシンツール工業株式会社
茨 水 建 設 株 式 会 社
茨 城 協 同 観 光 株 式 会 社
(株)茨城県水戸中央花き市場
株 式 会 社 茨 城 富 士
株 式 会 社 植 幸
有 限 会 社 梅 木 商 会
有 限 会 社 運 平 堂 本 店
株 式 会 社 エ ム テ ッ ク
大 洗 シ ー サ イ ド ホ テ ル
株 式 会 社 大 友 製 作 所
株 式 会 社 大 貫 工 業 所
有 限 会 社 大 森 茶 寮
株 式 会 社 オ ー ヤ マ
岡 野 興 産 株 式 会 社
小河原セメント工業株式会社
株 式 会 社 小 倉 呉 服 店
株式会社笠間ソフトメン橋本屋
株 式 会 社 春 日 ホ テ ル
株 式 会 社 割 烹 岩 井
株 式 会 社 金 安 商 事
株 式 会 社 亀 屋 工 業 所
株 式 会 社 軽 部 製 作 所
環境ウィザード株式会社
株式会社関東エルエンジニアリング
株 式 会 社 神 原 鉄 工 所
関包スチール工業株式会社
株 式 会 社 菊 池 製 作 所

業　　種
情報通信業
建 設 業
製 造 業
卸売・小売業
製 造 業
サービス業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
建 設 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
建 設 業
飲食店･宿泊業
卸売･小売業
製 造 業
建 設 業
そ の 他
飲食店･宿泊業
製 造 業
飲食店･宿泊業
製 造 業
製 造 業
サービス業
卸売 ･ 小 売 業
製 造 業
製 造 業
卸売･小売業
製 造 業
飲食店･宿泊業
飲食店･宿泊業
卸売･小売業
製 造 業
製 造 業
そ の 他
建 設 業
製 造 業
そ の 他
製 造 業

所　　　在
土浦市神立中央
ひたちなか市馬渡
水戸市元石川町
稲敷郡美浦村
水海道市渕頭町
土浦市富士崎
水戸市上水戸
東茨城郡美野里町
西茨城郡岩間町
結城郡石下町
結 城 市
日立市東金沢町
常陸太田市中城町
西茨城郡岩間町
水 戸 市 城 南
久慈郡大子町
水戸市青柳町
下妻市下木戸
水戸市元石川町
守 谷 市 本 町
日立市大みか町
ひたちなか市津田
東茨城郡大洗町
日立市河原子町
日立市森山町
那珂郡那珂町
つくば市北条
稲敷郡江戸崎町
東茨城郡茨城町
古 河 市 東
笠 間 市 石 井
ひたちなか市湊本町
岩 井 市 辺 田
鹿島郡波崎町
日立市神峰町
守谷市百合ヶ丘
水戸市笠原町
龍ヶ崎市馴柴町
ひたちなか市大平
鹿 嶋 市 平 井
下 妻 市 長 塚

HPアドレス
http://www.itecjapan.ne.jp
http://www.akira-sogyo.co.jp
http://www.kashi.co.jp
http://www.ascot-jp.com
http://www.atock.com/
http://www2.biglobe.ne.jp/̃ami/
http://business2.plala.or.jp/aratomo
http://www.allophonic.co.jp
http://iida-biken.co.jp
http://www.igaden.com/
http://www.ikui.co.jp
http://www.sakai-group.com
http://isemata.com
http://www.inamoto-mt.co.jp
http://www.ibasui.jp
http://www.hotelokukuji.co.jp
http://www.mitochuoh-kaki.co.jp/
http://homepage2.nifty.com/ibafuji/index.html
http://www.uekou.com
http://www.hureai-town.com/monet/hureai/htmlfile/shop/s-umekishokai.htm

http://www.unpeido.co.jp
http://www.m-tech61.com
http://www.ooarai-seasidehotel.co.jp
http://www.jsdi.or.jp/̃otomo
http://www.ohnuki.co.jp
http://www2u.biglobe.ne.jp/̃cman/
http://www.k-ooyama.com
http://www.okanokosan.co.jp
http://www.ogawara-c-I.co.jp
http://www.oguraya.org
http://www4.ocn.ne.jp/̃menmen
http://www.kasugahotel.co.jp
http://www.artier.co.jp
http://www.portland.ne.jp/̃shokokai/index_n01.html
http://www.j-kame.co.jp
http://www.h7.dion.ne.jp/̃karubess
http://www.k-wizard.co.jp
http://www.klec.co.jp/
http://www.nm-kumiai.or.jp/info-a7.htm
http://www.kanpoh.co.jp
http://www.kikuchiworks.co.jp
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番号
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85

企　　　　業　　　　名
有限会社北島マシンナイフ
株 式 会 社 久 月 総 本 舗
株 式 会 社 ゲ ッ ト
株式会社港和機器製作所
有限会社古河セントラルホテル
株 式 会 社 小 林 製 作 所
コ ロ ナ 電 気 株 式 会 社
株 式 会 社 坂 井 製 作 所
株式会社サクマエンジニアリング
有 限 会 社 笹 山 肥 料
株 式 会 社 山 水
サ ン テ ッ ク 有 限 会 社
下 館 精 機 株 式 会 社
常南グリーンシステム株式会社
常 陽 建 設 株 式 会 社
昭 和 機 工 株 式 会 社
ス ガ ノ 農 機 株 式 会 社
有 限 会 社 鈴 木 工 業 所
スターエンジニアリング株式会社
住金ステンレス鋼管株式会社
株 式 会 社 タ ー ト ル 工 業
第 一 造 園 土 木 株 式 会 社
大 勝 建 設 株 式 会 社
株 式 会 社 高 橋 工 業
株式会社橘光学機械製作所
株 式 会 社 太 津 美 屋 支 店
中 央 開 発 株 式 会 社
有 限 会 社 長 栄
筑 波 工 業 株 式 会 社
株式会社つくばナノ・テクノロジー
有 限 会 社 筑 波 ハ ム
有 限 会 社 土 浦 鈴 木 屋
株式会社ディーケイプラスチック
電 電 機 工 株 式 会 社
都 市 建 設 株 式 会 社
株 式 会 社 飛 勘 水 産
有 限 会 社 と び た
有 限 会 社 中 里 建 材 店
株 式 会 社 西 村 製 麺
株 式 会 社 日 伸 合 成
日東自動車機器株式会社
日 東 電 気 株 式 会 社
日 東 電 線 工 業 株 式 会 社
株式会社ニューセントラルホテル

業　　種
製 造 業
製 造 業
サービス業
製 造 業
サービス業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
卸売･小売業
飲食店･宿泊業
製 造 業
製 造 業
そ の 他
建 設 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
建 設 業
建 設 業
製 造 業
製 造 業
飲食店･宿泊業
飲食店･宿泊業
サービス業
製 造 業
製 造 業
飲食店･宿泊業
卸売・小売業
製 造 業
製 造 業
建 設 業
飲食店･宿泊業
卸売・小売業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
サービス業

所　　　在
鹿島郡鉾田町
土浦市東真鍋町
つくば市花畑
稲敷郡江戸崎町
古 河 市 東
古 河 市 大 山
ひたちなか市東石川
猿 島 郡 境 町
水海道市菅生町
猿島郡三和町
古河市中央町
龍ヶ崎市松葉
下 館 市 布 川
石岡市鹿の子
北相馬郡藤代町
牛久市柏田町
稲敷郡美浦村
日立市諏訪町
日立市大沼町
猿島郡総和町
土浦市西根南
土浦市大岩田
鹿島郡波崎町
日立市金沢町
猿 島 郡 境 町
水戸市末広町
ひたちなか市勝田中央
古 河 市 旭 町
筑波郡谷和原村台
つくば市松代
つくば市下平塚
土 浦 市 田 中
猿島郡猿島町
猿島郡猿島町
鹿島郡神栖町
日立市久慈町
水戸市元山町
牛久市猪子町
真壁郡関城町
下 館 市 成 田
東茨城郡茨城町
東茨城郡茨城町
岩 井 市 辺 田
ひたちなか市表町

HPアドレス
http://www.machine-knife.co.jp
http://www.kyugetsu.jp
http://www.getinc.co.jp
http://www.kouwakiki.com
http://www.koganet.ne.jp/̃central
http://www11.ocn.ne.jp/̃cobac/index.html
http://www.corona-el.co.jp
http://www.sakai-p.com
http://www.sakuma-engineering.co.jp
http://www5a.biglobe.ne.jp/̃sasayama/hiryou.htm
http://www.koganet.ne.jp/̃sansui
http://www.santechc.co.jp
http://www.shimosei.on.arena.ne.jp
http://www.dacho.co.jp
http://www.joyokk.com
http://www.h7.dion.ne.jp/̃showa
http://www.sugano-net.co.jp
http://www.jsdi.or.jp/̃su_kogyo
http://www.stareng.co.jp
http://www.ssst.co.jp
http://www.turtle-ind.co.jp
http://www1.biz.biglobe.ne.jp/̃dai1zoen
http://www.daisho-k.co.jp
http://www.t-kc.co.jp
http://www3.ocn.ne.jp/̃tacon
http://www.tatsumi-ya.com
http://www.isami-katsuta.com
http://www.koga-sunshine.com
http://www.tukuba.ecnet.jp
http://www.tsukuba-nano.co.jp/
http://www.tsukubaham.co.jp
http://www.suzukiya.co.jp
http://www.dk-p.co.jp
http://www.atdigicom.net/̃denden
http://www.toshiken.jp
http://www.tobikan.com
http://www.tobita.co.jp/
http://www7.ocn.ne.jp/̃n.kenzai
http://www15.ocn.ne.jp/̃nisimura/
http://www.nisshin-gosei.co.jp
http://www.nittocorp.co.jp
http://www.nittocorp.co.jp
http://www.ushiyama.co.jp/user/nitto
http://www11.ocn.ne.jp/̃nsh
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番号
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99
100
101
102
103
104
105
106
107
108
109
110
111
112
113
114
115
116
117
118
119
120
121
122
123
124
125
126
127
128
129

企　　　　業　　　　名
有限会社沼田クリーンサービス
株 式 会 社 根 子 左
株式会社ハギヤニューテクノ
萩 原 酒 造 株 式 会 社
八 紘 電 子 株 式 会 社
有限会社バニングバニー
株 式 会 社 原 宿 シ カ ゴ
株 式 会 社 ハ リ カ 太 田 店
常 陸 土 地 建 物 株 式 会 社
有限会社ビックフィールド
平 出 商 事 株 式 会 社
株式会社広沢製作所筑波工場
有限会社ファミリーフォート
株式会社袋田温泉ホテル
富 士 精 罐 株 式 会 社
富士セメント工業株式会社
不 二 造 園 土 木 株 式 会 社
フ ジ タ 株 式 会 社
株 式 会 社 富 士 屋 ホ テ ル
株式会社プラントサービス
有 限 会 社 プ リ ン ス
株 式 会 社 平 成 ホ テ ル
有 限 会 社 北 斗 の 会
株式会社ほこた日立ホテルクレイン
有 限 会 社 穂 積 製 作 所
株式会社ホテルグランド東雲
株式会社ホテルロイヤルレイク土浦
松 本 産 業 株 式 会 社
有 限 会 社 間 宮 プ レ ス
マルイアドバンス株式会社
株 式 会 社 丸 金
株 式 会 社 丸 三 老 舗
株 式 会 社 水 庭 農 園
三 田 産 業 株 式 会 社
水 海 道 産 業 株 式 会 社
水 戸 工 機 株 式 会 社
水 戸 暖 冷 工 業 株 式 会 社
株 式 会 社 み ま つ
株 式 会 社 宮 盛 製 作 所
明 利 酒 類 株 式 会 社
株 式 会 社 メ ッ ク
株 式 会 社 ヤ シ カ 車 体
ヤ マ イ チ 味 噌
株 式 会 社 山 口 楼

業　　種
建 設 業
建 設 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
卸売・小売業
卸売･小売業
卸売･小売業
建 設 業
卸売･小売業
卸売･小売業
製 造 業
卸売･小売業
飲食店･宿泊業
製 造 業
製 造 業
建 設 業
卸売･小売業
飲食店･宿泊業
サービス業
サービス業
飲食店･宿泊業
製 造 業
サービス業
製 造 業
飲食店･宿泊業
サービス業
建 設 業
製 造 業
製 造 業
飲食店･宿泊業
製 造 業
建 設 業
そ の 他
サービス業
製 造 業
製 造 業
サービス業
製 造 業
製 造 業
卸売･小売業
製 造 業
卸売･小売業
飲食店･宿泊業

所　　　在
日立市城南町
水戸市千波町
日立市東金沢町
猿 島 郡 境 町
牛久市小坂町
新治郡千代田町
稲 敷 郡 東 町
常陸太田市馬場町
石 岡 市 石 岡
牛 久 市 中 央
龍ヶ崎市上町
つくば市寺具
水 戸 市 城 南
久慈郡大子町
新治郡霞ヶ浦町
西茨城郡友部町
土浦市佐野子
水戸市けやき台
潮 来 市 潮 来
土浦市北神立町
水 戸 市 桜 川
下館市伊佐山
新治郡霞ヶ浦町
日立市大みか町
日立市諏訪町
つくば市小野崎
土 浦 市 港 町
潮 来 市 大 洲
日立市久慈町
日立市森山町
水 戸 市 南 町
鹿 嶋 市 宮 中
日立市本宮町
岩 井 市 長 谷
水海道市中妻町
水 戸 市
東茨城郡茨城町
水 戸 市 宮 町
日立市河原子町
水戸市元吉田町
つくば市天久保
新治郡八郷町
牛久市島田町
水戸市大工町

HPアドレス
http://www.numata-clean.co.jp
http://www.nekosa.co.jp
http://www.sphere.ad.jp/h-n-t
http://www.intio.or.jp/tokumasa/
http://www.hakkou-g.co.jp/
http://www.shop-cs.com
http://www.chicago.co.jp
http://www.harika-gift.co.jp
http://www.tateuriya.com
http://www.bigfield.net
http://www.hirade.co.jp
http://www.hirosawa.co.jp
http://www.familyphoto.co.jp/
http://www.foh.co.jp
http://www6.ocn.ne.jp/̃fujisei
http://www.fck-sw.co.jp/index.asp
http://www.fujizoen.co.jp/
http://www.fujita-ops.co.jp/index.html
http://www.fujiya-hotel.co.jp
http://www.plant-s.com/
http://www.mito-prince.co.jp
http://www.heisei-hotel.co.jp
http://www.hokutonokai.co.jp
http://www.hitachi-hotel.co.jp
http://www.jsdi.or.jp/̃hozumi/
http://www.hg-shinonome.co.jp/
http://www.royallake.jp
http://www.sopia.or.jp/matsumot/
http://www.mamiyapress.co.jp/
http://www.marui-ad.co.jp
http://www1.odn.ne.jp/mito-marukin
http://www.marusanroho.co.jp
http://www.mizuniwa.co.jp
http://www.mitasangiyou.com
http://www.mitsukaido.net
http://www.mitotool.com/
http://www.danrey.co.jp
http://www.mimatsu-hotel.co.jp
http://www.miyamori-ss.com
http://www.meirishurui.com
http://www.mecs.jp
http://www.yashika-body.co.jp
http://www.yamaichimiso.co.jp
http://www5b.biglobe.ne.jp/̃sinise
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番号
130
131
132
133
134
135
136
137
138
139
140
141

企　　　　業　　　　名
ヤ マ ダ イ 株 式 会 社
山 田 製 薬 株 式 会 社
株 式 会 社 山 義 地 所
株 式 会 社 友 工 社
株 式 会 社 ユ ー ド ム
株 式 会 社 ゆ に ろ ー ず
株 式 会 社 吉 春
株式会社レストラン亀印
有 限 会 社 ワ カ ギ
株式会社若しば企画サービス結城店
株式会社ヒバラコーポレーション
株 式 会 社 沢 畠 製 作 所

業　　種
製 造 業
製 造 業
不動産業
製 造 業
情報通信業
飲食店･宿泊業
飲食店･宿泊業
飲食店･宿泊業
卸売・小売業
サービス業
そ の 他
製 造 業

所　　　在
結城郡八千代町
新治郡霞ヶ浦町
東茨城郡小川町
日立市東金沢町
水 戸 市 城 南
取手市井野台
守 谷 市 大 木
水 戸 市
水海道市宝町
結城市小田林
那珂郡東海村
日 立 市 留 町

HPアドレス
http://www.newtouch.co.jp
http://www.lf-cosme.com
http://www.yamayosijisyo.co.jp
http://www.yukosha-gr.co.jp
http://www.udom.co.jp
http://www.unirose.net
http://www.yoshiharu.co.jp
http://www.kamejirushi.co.jp
http://www.wakagi.co.jp
http://www.adad.co.jp/̃wakasiba/odermap.html
http://www.hibara.co.jp
http://www.mito.ne.jp/̃h-minami/index.html


